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はじめに 

 

当協会では、我が国船舶関係の産業界の発展に寄与することを目的に公益財団法人日本財団のご

支援を戴き、船舶関係産業標準化事業を実施しています。 

 

【目的】 

国際標準化機構(ISO)、国際電気標準会議(IEC)、産業標準化法等の標準規格に係る国内外の動向

及び船舶、船舶産業等を取り巻く環境変化に対応して、適切かつ合理的な標準規格の原案又は改正

案を作成し、これを迅速に提供することにより、我が国船舶産業の発展に寄与するとともに、あわ

せて消費者保護、安全確保、環境保全等の標準規格に係る公共の福祉の増進に寄与することを目的

とする。 

 

 

2024 年度に実施をいたしました標準化事業全般について、関係各位の皆様にその内容と成果を

報告するために、活動報告書を刊行しましたので、ご参照下さい。 

 

この報告書では、2024 年度事業の活動報告を以下に分類してご報告いたします。 

 

「1. 2024 年度標準部会傘下の分科会活動状況報告」 

「2. 船舶関係国際規格（ISO/IEC）のホットトピック」 

「3. 船舶部門日本産業規格（JIS F）に関する活動報告」 

「4. 2024 年度船舶関係産業標準化事業に関する活動報告」 

「5. 2025 年度船舶関係産業標準化事業に関する活動計画」 

「6. JIS F の普及」 
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1. 2024 年度標準部会傘下の分科会活動状況報告 

 船舶関係産業標準化事業の実施体制としては、国内海事関係各位にご参加いただいている標準部

会のもと 12 分科会及び 1 協議会等を設置しておりますが、2024 年度に ISO/TC 8/SC 25（海事にお

ける温室効果ガス削減分科委員会）が新たに設置されたことに伴い、国内対策委員会として、「海

事における温室効果ガス削減分科会」他を新たに設置いたしました。 

 新しい実施体制に関しましては、下図をご覧願います。 

 また、これら分科会等の審議を経て、船舶関係国際規格（ISO 及び IEC）並びに船舶部門日本産

業規格（JIS F）への対応を実施しています。 

日本船舶技術研究協会の標準化に関する実施体制 

 

これら 13 分科会の 2024 年度活動状況の概要に関しては、次頁以降のとおりです。 

 

その他、当協会が国内審議団体となり、これら分科会および WG で審議を行って頂いておりま

す、船舶関係 ISO/IEC 規格（ISO/TC 8 [船舶及び海洋技術]、TC 67/SC 7 [海洋構造物]、TC 188 [スモ

ールクラフト] 及び IEC/TC 18 [船用電気設備] 担当分）として制定及び作成中の規格等の一覧表に

関しましては、巻末付録（本報告書の P.55 以降）をご参照下さい。 

 

船舶技術戦略委員会

標準部会

洋上風力発電及び支
援船に関するISO規

格検討WG(休止中)

ISO等戦略WG

(休止中)

FSRU/FLNG設計
等ISO規格検討WG

(休止中)

海洋技術WG

プロペラキャビテーションWG

コンパスWG

JIS F 0412改正WG

電子海図WG

スマートシッピングWG

空調及び通風WG

防汚塗料WG

EGCS排水監視WG

バラスト水サンプリングWG

液化水素WG

実海域性能評価標準手法WG(NEW)

アルミ艤装品JISWG

アンカーWG

陸電JISWG(休止中)

陸電装置に係る基準検討WG

IEC 60533（電磁両立性）改正
対応WG

シップリサイクル

WG

分科会等

救命分科会

防火分科会

環境分科会

機械及び配管分科会

甲板機械及びぎ装分科会

航海分科会

構造分科会

海事セキュリティー分科
会(休止中)

振動分科会 (休止中)

電気設備分科会

バルブ及びこし器分科会

舟艇分科会

海事における温室効果ガ
ス削減分科会 (NEW)

舶用品標準化推進協議会

ラダーWG

船用代替燃料WG (NEW)

新技術WG (NEW)

ブルーカーボンWG
（3月設置予定）
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1. 救命分科会－活動報告

1. 組織の概要

 分科会：ISO/TC 8/SC 1/WG 1（海上安全分科委員会／救命作業委員会）および
ISO/TC 188/SC 1（スモールクラフト専門委員会／個人用安全ぎ装品分科委員会）の国
内対策委員会⇒分科会長：宮崎 恵子氏（海上技術安全研究所）（TC 8/SC 1議長）

 ラダーWG：ISO/TC 8/SC 1/WG 2（海上安全分科委員会／安全器具作業委員会）の国
内対策委員会⇒主査：吉田 公一氏（日本舶用品検定協会）

2. 主な活動状況

2.1 国際会議の開催

TC 8/SC 1/WG 1会議をWEB開催し、10名の専門家が出席した（日
本からは、救命機器メーカー2名が出席）。降下式離脱装置に関する
既存ISO規格（ISO 16706、ISO 16707）の改訂内容を審議

2.2 審議中の案件

 ISO 16706（降下式離脱装置の過重計算及び試験）、ISO 16707
（降下式離脱装置の容量の算定方法）、ISO 16681（水先案内人
用の乗下船設備--船体固定装置）

3. その他

 ISO/TC 188/SC 1にて、ISO 15027（イマーション・スーツ）シ
リーズの改訂審議中。

船舶技術戦略委員会

標 準 部 会

2024年度標準部会傘下ISO/IEC/JIS対応分科会一覧

環境分科会 機械及び
配管分科会

海事ｾｷｭﾘﾃｨｰ
分科会

航海分科会

構造分科会 舟艇分科会 振動分科会 電気設備
分科会

ﾊﾞﾙﾌﾞ及びこし
器分科会

ISO/IEC/JIS対応委員会（13分科会）

甲板機械及び
ぎ装分科会

防火分科会救命分科会

海事における
温室効果ガス
削減分科会

NEW
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2. 防火分科会－活動報告

1. 組織の概要

ISO/TC 8/SC 1/ WG 3（防火作業グループ）の国内対策委員会。
IMOの防火関係審議を行う防火検討会と併催で年2回開催。

分科会長：山岸史典氏（製品安全評価センター ）

2. 主な活動状況
ISO/TC 8/SC 1/ WG 3 で作成中の下記1規格へ対応中。

➀ISO 24409-2（船上の安全標識、火災制御図、安全に係る警告
及び安全に係る表示のデザイン、位置の選定及び使用方法）

3. 特記事項

・2024年11月にISO/TC 8/SC 1/ WG 3 をオンラインで開催。

・近日、ISO 24409-2のCD照会が開始される予定。

3. 環境分科会－活動報告
１．組織の概要

a. （検討内容）ISO/TC 8/SC 2（海洋環境保護）及び傘下WGs、並びにTC 8/WG 12（水棲有害生物
種）の国内対策委員会

b.  （分科会長）髙橋千織氏（海上技術安全研究所／日本船舶技術研究協会）

c. （分科会傘下WG5件（主査））防汚塗料WG（千葉知義氏（中国塗料））、EGCS排水監視WG（髙橋
千織氏（海技研））、バラスト水サンプリングWG（吉田勝美氏（日本工営））、液化水素移送装置WG
（石川勝也氏（川崎重工業））、実海域性能評価標準手法WG（杉本義彦氏（商船三井））

２．主な活動状況

2.1 日本提案の推進
以下のISO規格4件を日本主導で作業中。
（ISO 16304）港湾廃棄物受入施設の配置及び管理⇒CD照会終了。
（ISO 21070）船上ごみの管理および取り扱い⇒CD照会終了。

（ISO 23765）船舶の燃料油消費量データの収集方法のためのガイドライン⇒改訂原案作成中。
（ISO 21716-4）藻類を用いた防汚塗料の性能を評価する試験方法⇒DIS投票を承認。
2.2 海外提案への対応

ISO/TC 8/SC 2/WG 13（船舶汚損の水中洗浄）にて、以下1件の審議が進行中。
（ISO 6319）あらゆる種類の船体洗浄（プロアクティブ洗浄、リアクティブ洗浄）の計画及び実施に関す
るベストプラクティスを規定(ノルウェーが提案）【DIS投票中】

３．特記事項

a. ISO/TC 8/SC 2総会を2025年6月9日の週に、米国・ボルチモアで開催予定。
b. 実海域航行時の燃費性能及びGHG排出量を客観的に評価することが可能な手法の国際標準化

を目的として、実海域性能評価標準手法WGを2024年11月に立ち上げ。
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1. 組織の概要

TC 8/SC 3の国内対策委員会。主機、補機、F/O及びL/O管装置、空調・通風などに関する標準化を担当。
分科会長：村上 睦尚 氏（海上技術安全研究所） 空調及び通風WG主査：須賀 勇太 氏（川崎重工業）

2. 主な活動状況

TC 8/SC 3（配管及び機械分科委員会）で審議中の主に以下のISO規格案への日本対応に資するための対応を実施中。

 ISO/WD 23397（船舶及び海洋技術－船舶用アンモ ニア燃料システム – 用語） 韓国提案

TC 8では初のアンモニア燃料船関係の提案。国際海事機関（IMO）によって策定中の「アンモニア燃料船舶のガイドライン」に準拠した用語
規格として取り纏めることが目的。2024年6月開催の国際会議でWDが審議され、「策定中のIMOガイドラインで定める記載に関しては、現段
階ではISO案への記載を見送るべき」旨の方針で対応。記載を見送ることは否定されたが、IMOガイドラインと整合させることは合意され、概
ねの日本意見が反映できた。2024年度第1回標準部会報告以降、進捗無し。

 ISO/AWI 24941（アンモニア燃料船の機関室の安全ガイドライン） 韓国提案

IMOの貨物運送小委員会（CCC）が策定した「アンモニアを燃料として用いる船舶に関するガイドライン」に従って、アンモニア燃料船の機関
室とアンモニア燃料システムに関与する船員に対する安全ガイドラインを取り纏めることが目的。5月28日を締切としたNP投票が承認（日本
は賛成）。2024年11月開催の国際会議で、WD照会で提出された日本意見への審議を行い、概ねが反映された。しかし、2025年2月28日を
締切としたCD照会文書では、この国際会議で採用された日本意見が一部反映されておらず、再度意見を提出すると共に、国際会議結果を
反故にした理由を韓国に質問する予定。

3. 特記事項
 ISO/NP 25489船体甲板上の加圧独立型C型液化アンモニア燃料タンクの試験手順 （韓国）

液化アンモニア燃料を貯蔵するための、船体甲板上に設置する加圧独立型C型タンクの試験要件を取り纏めることが目的。2024年12月31
日を締切としたNP投票は、エキスパート登録国が1か国足りず否決の状態。しかし正式な投票結果は未だ配布されていない。

 2024年のTC 8/SC 3総会は6月に上海で開催され、船技協職員が現地出席した。

 「アンモニア燃料船の熱交換器の試験手順」および「アンモニア燃料船用バルブの試験手順」が将来提案予定（韓国）

4. 機械及び配管分科会－活動報告

日本電機工業会における船舶用燃料電池に関する国際標準化（船舶の推進および補
助動力装置用の燃料電池電力システムの安全性を取り纏めたIEC 62282-4-401案の
作成。2027年11月制定が目標）検討にも関与中

新燃料関係規格への対応は、新設した海事における温室効果ガス削減分科会と、弁関
係規格への対応は、バルブ及びこし器分科会と共同で実施

2.  主な活動状況

5.甲板機械及びぎ装分科会－活動報告

1. 組織の概要

分科会：ISO/TC 8/SC 4（甲板機械及びぎ装分科委員会）の国内対策委員会

分科会長：大城 貴昭 氏（三菱造船）

WG会議：

1. 小型高速艇用アルミニウムぎ装品設計基準規格原案作成WG：主に小型高速艇に用いるアルミニウムぎ装
品の設計・製造要件に係るJIS F規格の作成（主査：岩田 知明氏（海上技術安全研究所））

2. アンカーWG： ① JIS F 3301「アンカー」の改正に関する可能性の検討、② 走錨リスク判定の簡易手法およ
び走錨限界に関する表示の標準化の可能性の検討（主査：湯川 和浩 氏（海上技術安全研究所））

ISO対応（中国提案、船級規則やJIS Fとの関連を視野に）

 ISO 16173:2025 自動昇降ユニットのジャッキシステム機器

－ラックピニオン脚固定システム 新規制定

 ISO 18824:2024  船舶の係留・曳航設備－ホリゾンタルローラ 新規制定

他 14件がSC 4で審議中（中国提案7件、韓国提案7件）

JIS F 新規原案及び改正原案の作成

 JIS F 2025 ケーブルクレンチ

 JIS F 2026 水平ローラ付きフェアリーダ (第42回標準部会で作業計画が承認）

 JIS F 2318_鋼製風雨密一枚戸 (改正に向けた検討に着手）

 JIS F 3303 フラッシュバット溶接アンカーチェーン(第41回標準部会で原案を

 JIS F XXXX アルミニウム合金製ダビット 承認。近日制定見込み)

3. 特記事項

ISOについては、従来の中国提案に加え、韓国提案も

増加。昨年は、中国から洋上風力施設の係留装置に関
する新規提案が2度あったが、エキスパートが集まらず

提案は否決された。韓国は、高マンガンオーステナイト
鋼関連5規格および船舶及び海洋プラント用足場関連2
規格を作成中である他、洋上風力施設用構造プレート
と構造溶接管に関する新規提案中である。

なお、2025年のISO TC 8/SC 4総会は、日本で開催
が予定されている（日程など詳細は未定）。

今年度、当分科会は既に当初計画のとおり計3回開
催した。分科会としてはJIS Fの改正審議を主として行っ
ている。なお、来年度についても計3回の開催を予定し
ている。
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6.航海分科会－活動報告

2.  主な活動状況

1. 組織の概要

ISO/TC 8/SC 6（航海及び操船分科委員会）等の国内対策委員会

分科会長： 宮本佳則先生[東京海洋大学]）
・ コンパスWG、磁気コンパスWG（主査： 宮本佳則先生 [東京海洋大学]）
・ JIS F 0412改正WG（主査： 山田隆士氏[BEMAC]）
・ 電子海図WG（主査： 桑原悟氏[日本海洋科学]）
・ スマートシッピングWG（主査： 満行泰河氏[横国大]）

 ISO規格の作成に資する以下の調査研究を実施中。

「電子傾斜計の国際規格の見直しに伴う調査研究（新規）」
（2023/2024年度）

3. 特記事項
日本提案国際規格の作成、IoT・ビッグデータ関連
他国提案への対応

 2023年度に制定したISO規格(6規格)：
ISO 8728:2024 (船用ジャイロコンパス)
ISO 19847:2024 (船用データーサーバー)
ISO 19848:2024 (船用データ標準) 等

 日本が作成に新たに着手したISO規格案 (6規格)
ISO 16328 (高速船用ジャイロコンパス)
ISO 16329 (高速船用ヘディングコントロールシステム)
ISO 19697 (船用電子傾斜計)
ISO 22090-1～-3 (真船首方位信号伝達装置)

 2024年9月2日にISO/TC 8/SC 6総会をオンライン開催。

 TC 8/SC 6/WG 17会議を14回開催(最終回 2024年6月25日)
ISO 15016 (速力試運転データの解析) (2025年2月制定)

 中国提案のISO/AWI 25189 (空気潤滑装置に関する海上試験
法) の作成が開始。ISO 15016と密接に関連した提案。

ISO 15016は、EEDI検査・認証ガイドラインに引用。日本造船工業会が主
体となり対応。ASEF加盟各国と連携して第1次DIS投票の否決に成功し、
欧州より妥協案を引き出せた。ISO 25189は、造工、NK、海技研、ナカシ
マプロペラ等と連携し対応中。2025年4月に初回国際会議を開催予定。

日本舶用工業会 スマートナビゲーションシステム研究会と連携

欧州連合（EU）の舶用機器指令（MED）において、船橋機器への船橋警報
管理（BAM)及びﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ要件の強制化への対応。ISO 16328、ISO 
22090-1～-3を審議する国際会議を2025年3月に開催予定。

1. 組織の概要

ISO/TC 8/SC 8（船舶設計分科委員会）の国内対策委員会、JIS F （構造）担当。
分科会長：藤久保 昌彦氏（大阪大学／広島大学 名誉教授）
傘下WG：プロペラキャビテーションISO規格検討WG（活動休止中）

2. 主な活動状況

ISO/TC 8/SC 8で、各国から提案されている以下5規格へ対応中。
➀ISO/CD   18962 船舶への交換可能なバッテリーの設置および運用要件（新規、韓国提案）
➁ISO/CD   22627 旅客船の客室内装の塗装技術要件（新規、中国提案）
③ISO/CD   23120 船舶事故対応のための図記号（改訂、韓国提案）
➃ISO/AWI  24375 雪に覆われた氷上での船舶および構造物の模型試験（新規、中国提案）
⑤ISO/WD 24387 船上LNGタンク用Pポリウレタンフォームの機械的特性試験（新規、韓国提案）

3. 特記事項

・氷海水槽の模型試験の規格（ISO 24375）に対して、日本意見（人工雪の製法、人工雪を
模型氷板の上に覆う方法、分析結果（目標氷条件への補正）の補正等は、中国提案以
外の手法があるため、他の選択肢を含めるべきという趣旨）を反映。

・ISO/TC 8/SC 8 では、主に中国や韓国から多分野にわたる提案があるため、他の分科
会に照会を実施中。

7. 構造分科会－活動報告
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8. 海事セキュリティー分科会（現在休止中） －活動報告

図１　ISO28000とその他の関連規格との関係
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2.  主な活動状況

1. 組織の概要

海事セキュリティー関連国際規格等の国内対策委員会

分科会長： 空位

 ISO 28001（最適実施法）にはISPS Codeを満たせば、ISO 28001
を満たしているとする規定（ISPS curve out）があり、同規定が無く

ならないようにしっかりワッチする必要あり。今後の対応に当たり、
① ISO 28000 Seriesを知っているか否か、② ISO 28000 Seriesの

利用実績の有無に関して、国内関係者へアンケートを実施した結果、
以下のとおりとなった。

(1) 日本船主協会会員企業にて認識・利用実績とも無し。

(2) 関税局のAEO認証など法令に基づくセキュリティ体制を運営

しており、ISO 28000を利用している会社は国内にはない。

3. 特記事項

 TC 8で担当していたサプライチェーンセキュリ
ティマネジメントシステム規格ISO 28000シ
リーズがISO/TC 292（セキュリティー専門委員
会）に移管されたこと、かつ関連ISO規格作成

も終了し国際動向が一段落したため活動を休
止中。

 一方で日本規格協会内に設置されたTC 292
国内対策委員会に代表者（海上技術安全研
究所 横井氏、船技協 長谷川）を派遣、情報収
集を実施（委員としての登録は横井氏）。

 2022年3月にISO 28000 (ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝｾｷｭﾘﾃｨ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ)が制定。

 2022年6月開催のTC 292/WG 8会議の結果、
ISO 28000以外のSeries規格の改訂にも言及
があり、特に ISO 28002 (サプライチェーンレ
ジリエンスの開発) が2024年6月に廃止された。

2.  主な活動状況

 2024年度の分科会は4回開催。

 2021年度に実施した「船舶部門日本産業規格（JIS F）の規格体

系の見直しと新領域の開発に関する調査研究」の結果に基づき、
廃止選定した既存JIS F 7件の廃止が2025年1月に官報公示さ
れた。また、同調査結果に基づき選定されたJIS Fの改正を優先
的に実施した。2024年度の活動により、JIS F 0080 (舟艇の識
別番号)、JIS F 1030 (PWC)の改正作業を終了できた。両規格
とも間もなく制定の予定。JIS F 1029 (舟艇－交流電気設備) が
次の改正候補であったが、対応国際規格であるISO 
13297:2020が、陸上電源を使用したリチウムイオン充電を含め
た内容に改訂（改組）されることとなったため、本JISの改正作業
着手は一時見送ることとした。代わりにJIS F 0081（舟艇－主要
データ） （対応国際規格ISO 8666:2020）の改正作業に着手す
ることとし、2025年2月27日開催の第43回標準部会へ作業計画
案を提出し、承認された。

 JIS F 8103:2021（舟艇―電気機器―リチウム二次電池を用い
た蓄電池設備）の改正に関する調査研究への協力も計画。

3. 特記事項

2024年度に実施した他国提案ISO案への対応

 過年度の舟艇分科会での審議にてTC 188
が担当するISO規格の優先付けを実施。優
先度「高」の案件に集中した対応を実施中。

 TC 188における現在のホットトピックとしては、

昨今の国際的なゼロエミッションに関する国
際的な動向を踏まえ、ISO 23625:2025（舟
艇用リチウムイオン電池）の2025年3月の正
式なISO規格としての制定、ISO/NP 25128 
(舟艇の移動によるエネルギー消費の評価方
法の枠組み)の新規着手に加えて、陸上電源
を使用したリチウムイオン充電を含めたISO 
13297（交流直流設備）の改訂（改組）、 ISO 
25429（EMC試験方法と要件）の新規着手な

ど、とりわけ舟艇の電動化に呼応するような
動きが感じられる。

1. 組織の概要

ISO/TC 188（スモールクラフト専門委員会）の国内対策委員会

分科会長： 藤本修平氏（海上技術安全研究所）

（出典）ヤマハ発動機株式会社ホームページ

9. 舟艇分科会－活動報告
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 日本提案によるISO 21984は、ISO 20283-5を基礎とし、
一般商船に適用すると実用上問題になる個所を中心に技
術的根拠と実際に許容されてきた振動量に基づき修正を加
えたもの（船橋：5.0 mm/s→6.0 mm/s。乗員居室：3.5 
mm/s→5.0 mm/s）。

 ISO 21984 及び ISO 20283-5の将来の統合に向けた議論
に備えた準備が必要。

10. 振動分科会（現在休止中）－活動報告

2.  主な活動状況

1. 組織の概要

ISO/TC 108/SC 2/WG 2（船舶振動作業委員会）の国内対応委員会

分科会長： 平川真一氏 （ジャパン マリンユナイテッド株式会社）

3. 特記事項

我が国及び他国提案国際規格のメンテナ
ンス及び同規格のJIS化への対応

 ISO 20283-5:2016（客船及び商船の
居住性に関する振動計測、評価及び記
録基準）（改訂）（ドイツ）

 ISO 20283-5:2016の国際一致規格と
してJIS F 0907を改訂（2020年3月）

 ISO 21984:2018（特定の船舶の居住
性に関する振動計測、評価及び記録基
準）（新規）（日本）

 ISO 21984:2018の国際一致規格とし
てJIS F 0908を新規制定（2020年3月）

 ISO及びJIS作成がひと段落したため、
活動休止中

1. 組織の概要

IEC/TC18（船用電気設備及び移動式海洋構造物の電気設備専門委員会）の国内対策委員会、
JIS F (電気分野）を担当
 分科会長：木船 弘康氏（東京海洋大学）
 副分科会長：丹羽 康之氏（海上技術安全研究所）
 傘下WG：陸電装置に係る基準検討WG、陸電JIS化WG（休止中）、

IEC 60533（電磁両立性）改正対応WG
2. 主な活動状況

 IEC/TC18で、改正中の規格への対応。（現在、25件改正中）
 JIS改正案の作成（IEC60092シリーズ他対応国際規格の改正に基づく改正）

⇒現在、「JIS F 8062 船用電気設備－第201部－システム設計－一般」の改正案
を作成中（第34回電気設備分科会（2024年度第2回）（書面審議）で議了予定）

3. 特記事項
 規格の統合、存続（改正）、IEC規格への統一（両規格の廃止）の可否、その他最

適な規格体系を導き出すため、「JIS F 0808:2009（船用電気器具環境試験通則）
およびJIS F 8006:1979（船用電気器具の振動検査通則）の見直しに関する調査
研究」を実施。

 陸上電源供給規格（IEC 80005シリーズ）を情報収集中。
⇒国内における急速充電に関する取り組み状況を調査し、IEC 80005-4と国内状

況とを比較する等の検討を行い、IEC 80005-4を国内に取り入れた際の課題等を整
理することを目的として、「IEC 80005-4（直流陸上受電装置）に関する調査研究」を
実施。
 2024年11月開催のIEC/TC 18ロンドン総会

木船弘康（東京海洋大学/日本代表団長）及び佐藤公泰（船技協）が出席。

11. 電気設備分科会－活動報告

（出典）富士電機ホームページ

（提供）チャデモ協議会

IEC/TC18総会集合写真
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1. 組織の概要
船舶用バルブ、こし器、コック、管フランジなどに関わる事項のJIS F原案の作成
分科会長：清水 一史 氏（日本シップヤード）（2023年8月～）

2. 主な活動状況
 第39回標準部会で原案が承認された以下2件のJIS Fの改正が、2025年2月25日に官

報公示。
 JIS F 7379:1996 船用黄銅30Kくい込形止め弁
 JIS F 3056:1995 船用フート弁
 ISO/TC 8/SC 3（配管及び機械分科委員会）で

中国が提案したISO 17579（空気式緊急遮 断弁の
設計及び試験要件）は、JIS F 7399（船用油タンク
非常遮断弁）の規定を織り込む日本の主張が
合意された形で、技術審議の全過程を終了。

 JIS F 7103:1999（船用機関入口用潤滑油管系及び
燃料油管系のこし器）については、CIMAC（国際
内燃機関連合会）ガイドラインが規定する粒子
捕捉効率の解釈を取り入れる形で、改正を検討。

12. バルブ及びこし器分科会－活動報告

写真-第54回バルブ及びこし器分科会
の会議風景

13.海事における温室効果ガス削減分科会－活動報告

分科会長： 髙橋千織氏（日本船舶技術研究協会／海上技術安全研究所）

新技術WG（ISO/TC 8/SC 25/WG 2の国内対策委員会）
主査： 久米健一氏（海上技術安全研究所）

船用代替燃料WG （前標準部会／LNG燃料船WGを改組）（ISO/TC 8/SC 25/WG 1の国内対策委員会）
主査： 松本知哉氏（日本海事協会）

TC 8/SC 25（海事における温室効果ガス削減分科会）の国内対策委員会として2024年9月に新設。SC 25の全体的な対応の他、
SC 25/WG 3（海洋GHG評価と文書化作業委員会）の対応も適宜行う。WG 3では、用語及び定義、ライフサイクルアセスメント、
エネルギー支援技術の測定、排出記録の保持の4つの視点から新規格の必要性を検討予定。

中国提案ISO/CD 22120, メタノール燃料船のバンカリングに関する仕様 (TC 8/SC 25)

韓国提案ISO/CD 23397, 船舶用アンモニア燃料システム－用語 (TC 8/SC 3)
韓国提案ISO/CD 24941, アンモニア燃料船の機関室の安全ガイドライン(TC 8/SC 3)

韓国提案ISO/CD 21154, LNG船の貨物格納設備（CCS）におけるB.O.Rの測定方法 (TC 8/SC 25)

韓国提案ISO/AWI 25181, ローターセイルのフルスケール試験 (TC 8/SC 25)

2024年9月に新設。現状、登録されている作業中のISO案は、下記のみであり、2024年9月に登録されて以降、動向はない。

【特記事項】 TC 8/SC 25総会は、2024年度はスウェーデン及びパナマ（TC8総会と併催）にて既に2回開催。また
WG 1は既に3回開催するなど活発である。次回SC 25総会は、5月7～9日にオスロで開催を計画。

2024年9月に新設。船舶用の代替燃料に関するISO規格については、TC 8のSCの枠を超えて審議が行われている。中韓から
の提案が主であり、特に韓国は、IMO（CCC10）でのアンモニアガイドライン策定を契機として、立て続けにアンモニア関係の新
規提案を行っている。一方、それらの提案にはIMOガイドラインと不整合な部分が多く、引き続き注視・対応する必要有。

韓国提案ISO/NP 25489, 独立型 Type C 加圧液体アンモニア燃料タンク - 検査および試験手順 (TC 8/SC 3) (2024年12月31日締切のNP投票が否決)

韓国提案ISO/DIS 16259, LNG BOG再液化システムの船上での性能試験 (TC 8/SC 25)

韓国提案ISO/NP 25736, 液体水素貯留タンクの材料適合性ガイドライン(TC 8/SC 3)

米国提案ISO/NP 25583, 海事におけるGHG削減に関連する用語 (TC 8/SC 25) (2025年1月28日締切のNP投票が承認)
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１．組織の概要

 ISO/TC 8/SC 13（海洋技術分科委員会）（議長・幹事：中国）で審議されるISOの国内対策委
員会

 （SC傘下WG6件（コンビーナ））WG 1：潜水艇（中国）、WG 2：海洋水文気象観測機器及び試
験技術（中国）、WG 3（海水淡水化）（中国）、WG 4（海洋環境影響評価）（吉田公一氏：日本
舶用品検定協会）、WG 5：沿岸ブルーカーボン（米国）、WG 6（海底探査）（中国）

２．主な活動内容（海外提案への対応）

 潜水艇WG
⇒ AUVのリスク及び信頼性（イラン提案）
⇒ 有人潜水艇の操縦性（中国提案）
⇒有人潜水船の乗組員および主要要員の能力基準（英国提案）

 海水淡水化WG
⇒逆浸透（RO）およびナノろ過（NF）膜エレメントの性能に関する標準試験方法（中国提案）

 沿岸ブルーカーボンWG
⇒潮間帯湿地帯のブルーカーボン（BC）増量の必要性（米国提案）

３．特記事項

特になし。

14-1. 標準部会／海洋技術WG

2.  主な活動状況

1. 組織の概要

ISO/TC 8/WG 6（シップリサイクル作業委員会）の国内対策委員会

主査： 吉田公一氏（日本舶用品検定協会）

 ISO/TC 8/WG 6コンビーナ：吉田公一氏。

2024年 6月 3日～ 12日を期間としたシップリサイクルWGの書面審議の結果、以下を決定。

1. 今後のシップリサイクルWGの活動に関して、当面主査を置かず、ISOにおける情報は船技協が委員に
提供する。

2. 船技協が提供した情報を委員各位がチェックし、対応が必要な事項が生じれば船技協事務局に連絡し、
委員会を開催しての対応を検討する。

3. ISO/TC 8/WG 6のコンビーナの後任者に関して、吉田主査から他国関係者に打診頂く。

3. 特記事項

日本提案及び他国提案国際規格案への対応

 ISO 30005:2024（造船の建造チェーン及び船舶運航時における有害物質の情報管理）：新条約ガイドラ
インに記載されている材料宣誓書（MD）及び供給者適合宣言（SoC）などのデータ交換のための電子シス
テムを取り纏めたもの。IMOガイドラインとの整合を目的に、中国がProject Leaderとなり改訂を行い、
2024年7月に制定した。

2023年9月開催のISO/TC 8総会にて、ISO 30002（シップリサイクル事業者選定のための指針）および
ISO 30006（船上に存在する有害物質の場所を示す図表）の改訂を決定。プロジェクトリーダーには吉田
氏が就任。

14-2. 標準部会／シップリサイクルWG
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2. 船舶関係国際規格（ISO/IEC）のホットトピック 

 船舶関係 ISO/IEC 国際委員会の中で、特に主として船舶関係 ISO 規格の作成が行われている委員

会である、ISO/TC 8（船舶及び海洋技術専門委員会）等の 2024 年度に於ける以下の 6 つのポイン

ト（ホットトピック）の概要を次頁以降にてご紹介します。 

 

【トピック 1】 実海域性能評価に関する日本提案 ISO 規格の推進 

 

【トピック 2】 陸上電源供給装置（陸電）の国際規格化の動向 

 

【トピック 3】 3-1 新 ISO 国際委員会の設置 

  3-2 温室効果ガス削減に関する新 ISO 国際委員会に関する国内対策委員会 

の設置 

  3-3 新燃料関連の ISO 規格作成の動向（TC 8） 

  3-4 新燃料関連の ISO 規格作成の動向（TC 8 以外の IMO 関連） 

  3-5 新燃料関連の ISO 規格作成の動向（TC 8 以外） 

 

【トピック 4】 IMO(MSC・MEPC 関連)条約、コード等に対応した ISO/TC 8 の ISO 規格 

 

【トピック 5】 令和 6 年度 産業標準化事業表彰の受賞 
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（1）背景

我が国の海事クラスターのべ27機関が結集して実施したオープンイノベーションプロジェクト

「OCTARVIAプロジェクト（実海域性能評価プロジェクト）」にて、公正でかつ透明な手段で実海域

実船性能評価法を構築し、真にGHG排出量を削減する船舶の建造及び運航を可能とする技術

を確立。実海域航行時の燃費性能及びGHG排出量を客観的に評価する手法（ものさし）を開発。

【トピック1】
実海域性能評価に関する日本提案ISO規格の推進（1/2）

（2）目的

日本船舶技術研究協会は、 OCTARVIAプロジェクトで開発した評価手法の日本発ISO化を目的

として、2024年11月に「環境分科会／実海域性能評価標準手法WG」（主査：杉本義彦氏（株式

会社商船三井））を設置。船舶運航4社、造船4社、舶用4社、団体・研究3機関が参加。

ISO/TC 8/SC 2（国際標準化機構／船舶及び海洋技術専
門委員会／海洋環境保護分科委員会）への提案を予定。

（3）期待される効果

OCTARVIAプロジェクトで開発した評価手法をISO化することにより、我が国の造船・舶用業界の

製品の優位性を示す手段として活用されるとともに、海運業界における効率的な運航に大きく資

することが期待される。

【トピック1】
実海域性能評価に関する日本提案ISO規格の推進（2/2）

日本提案ISO規格案の概要

タイトル：Performance of Ships in Actual Seas（実海域実船性能）

Part 1:Evaluation method of 
Ship Performance in Actual 
Seas 
（実海域実船性能評価法）

実海域中の船舶性能（船速，出力，燃料消費量）を推定す
る手法，及び，推定結果を実船モニタリングデータを用いて
検証する手法を提供するもの

Part 2: Index for Life Cycle Fuel 
Consumption
（ライフサイクル燃費指標）

標準運航モデルを採用し，燃料消費量及びGHG排出量を
示す船舶のライフサイクル指標の計算法を提供するもの

写真－ISO/TC 8/SC 2東京総会（2024年6月）における
OCTARVIAプロジェクトISO化に関するプレゼン

今後の目標予定

時期 アクション

3月 ISO/TC 8/SC 2に日本から新規提案文書を
提出し、NP（新規提案）投票開始（投票期間：
12週間）

5月 NP投票終了。ISO/TC 8/SC 2の新規作業項
目として承認。

6月 ISO/TC 8/SC 2総会（6月9日週、於：米国ボ
ルチモア）にて、日本提案を審議するための
WGを新設。
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【トピック2】
陸上電源供給装置（陸電）の国際規格化の動向

交流（AC）

● GHG削減に向けたカーボンニュートラルポートの形成やEV船等の開発を踏
まえ、標準化に向けた議論が活発化している。

直流（DC）

高圧陸電規格
【1,000V以上】

低圧陸電規格
【400V以上
1000V未満】

（※国内で用いられて
いる440Vが採用）

急速充電用規格

（IEC/ISO 80005-1）

（IEC/ISO 80005-3）

間もなく最終化

昨年から本格審議開始
制定済

（IEC/ISO 80005-4）

大型船 中小型船

【最低200kW, 上限1500V】

バルクキャリア用新附属書
の規格案を準備開始

現状では、欧州の急速
充電システムCCSおよ

びMCSを引用

【トピック3-1】
新ISO国際委員会の設置
 国際海運2050 年カーボンニュートラルを目指し、IMO GHG 削減戦略の目標達成に向けて、

関連する ISO規格作成が活性化の兆し。
 自動運航船（MASS）等のスマートシッピングへの取組みに関しては、国際海事機関（IMO）

など様々な機関及び世界各国（我が国では日本財団の無人運航船プロジェクト
「MEGURI2040」）で検討が進展。

 上記の動向を受け、2023年9月開催のTC 8総会で下記2委員会の新設が決定。

TC 8/SC 25（海事における温室効果ガス削減分科委員会）

船舶の温室効果ガスに関する評価と文書化手順の標準化： 関連する燃料補給およ
び／又は充電作業並びにドック上の発電を含む。

注 : TC 8/SC 25 は、海運における温室効果ガス削減に関する TC 8 の中心として機能し、既存
のTC 8内のSCと協力して、TC 8 および他の TC で作成された適用可能な ISO 規格に関して、
海事業界および規制当局にガイダンスを提供することにより貢献する。

新設

TC 8/SC 26（スマートシッピング分科委員会）

自動運航船（MASS）等のスマートシッピングに関する標準化。

新設

国内対策委員会： 海事における温室効果ガス削減分科会及びWG

国内対策委員会： 航海分科会及びWG
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国内対策WG：海事における温室効果ガス削減分科会／船用代替燃料WG

TC 8/SC 25（海事における温室効果ガス削減分科委員会）

議長：Mr. Steven O’Malley（米国）、幹事：Ms. Melissa Perera（米国）

WG 2（新技術作業委員会）コンビーナ：Dr. Jingpu Chen（中国）

WG 1（船用代替燃料作業委員会）コンビーナ：Mr. Douglas Lincoln（米国）

WG 3（海洋GHG評価と文書化作業委員会）コンビーナ：Dr. Aleke Stofen-O’Brien（スウェーデン）

国内対策委員会：海事における温室効果ガス削減分科会

国内対策WG：海事における温室効果ガス削減分科会／新技術WG

国内対策委員会：海事における温室効果ガス削減分科会（兼任）

【トピック3-2】
温室効果ガス削減に関する新ISO国際委員会に関する国内対策委員会の設置

【トピック3-3】
新燃料関連のISO規格作成の動向（TC 8）

新燃料 種別 規格概要【提案国】 規格番号

LNG

再液化装置
LNG BOG再液化システムの船上での性能試験【韓国】 ISO/DIS 16259（審議中）

LNG船の貨物格納設備(CCS)におけるB.O.Rの測定方法【中国】 ISO/CD 21154（審議中）

配管等の部材

高マンガンオーステナイト鋼を用いた各種部材（鋳造品、鍛造品、
溶接継手、配管）【韓国】

5規格CD段階（審議中）

LNGタンク用高マンガン鋼の仕様【韓国】 ISO 21635:2018

ガス供給システム
（FGSS)

FGSSの性能試験【韓国】 ISO 22548:2021

FGSSの高圧ポンプの性能試験【韓国】 ISO 22547:2021

燃料供給口の脱着 LNG燃料船用の燃料供給口の急速着脱機構【中国】 ISO 21593:2019

バンカリング LNG燃料船のバンカリング関連【米国】 ISO 20529:2021

各種弁

低温用玉形弁、低温用パイロット作動式安全弁、
低温環境用仕切弁、低温環境用逆止弁、
低温環境用ボール弁【韓国】
低温環境用バタフライ弁【中国】

ISO 18139:2017、ISO 18154:2017
ISO 19037:2019、ISO 20602:2019
ISO 21157:2018
ISO 21159:2018

その他
船舶用CNG及びLNG推進システム【イタリア】 ISO 10655:2024

海運セクター向けの混合燃料（H2＋バイオCH4）【イタリア】 今後提案予定

水素

液化水素タンク
液化水素船の液化水素貯留タンクの試験【韓国】 ISO 11326:2024

液体水素貯留タンクの材料適合性ガイドライン【韓国】 ISO 25736（投票中）

ローディングアーム 液化水素のローディングアーム【日本】 ISO 24132:2024（2024年6月制定）

液化水素バルブ 水素船の液体水素バルブの試験手順【韓国】 ISO/CD 21341（審議中）

アンモニア

用語集 船舶用アンモニア燃料システム－用語【韓国】 ISO/CD 23397（審議中）

安全 アンモニア燃料船の機関室の船員安全ガイドライン【韓国】 ISO/CD 24941（審議中）

燃料タンク 船室デッキ上の加圧独立型C型液化アンモニア燃料タンクの試験手順【韓国】 ISO/NP 25489（投票否決）

メタノール バンカリング メタノール燃料船のバンカリングに関する仕様【中国】 ISO/CD 22120（審議中）

全般 代替燃料全般 海事におけるGHG削減に関連する用語【米国】 ISO/NP TS 25583（審議中）
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【トピック3-4】
新燃料関連のISO規格作成の動向（TC 8以外のIMO関連）
 燃料規格関連

ISO/TC 28 天然及び合成由来の石油関連製品、燃料、潤滑油

（国内審議団体：石油連盟）

 ISO 8217:2024 舶用燃料の仕様

⇒ 従来の石油由来の舶用燃料の仕様に、FAME混合燃料（B100（バイオ100%）まで
混合可）を追加した。これにより、燃料油の分類、分析方法、パラメータに大幅な改訂
を加えている。

 ISO 6583:2024 舶用メタノール燃料の仕様

⇒ 舶用燃料としてのメタノールの仕様を規定した、初の国際規格。3つのメタノールグ
レード（MMA、MMB、MMC）に分けて要件と制限を設けている。

 排ガス計測関連

ISO/TC 70/SC 8 往復動内燃機関/排気排出物測定

（国内審議団体：日本内燃機関連合会）

 ISO 8178 往復動内燃機関－排気排出物測定

⇒ NOxテクニカルコードに引用されている排ガス計測の国際規格。非炭素燃料（アンモ
ニア、水素）への対応のため、排ガス流量推定に使う計算法などの改訂作業を開始。

【トピック3-5】
新燃料関連のISO規格作成の動向（TC 8以外）

 温室効果ガス排出量の計算方法

ISO/TC 67/SC 9 極低温液化ガスの生産・輸送・貯蔵設備

（国内審議団体：日本ガス協会）

 ISO 6338:2023 LNGプラントにおける温室効果ガス排出量の計算方法

⇒ LNGプラントの入口設備の入口フランジから、トラック、船舶、又は鉄道車両への
積載のための荷降ろしアームまでの範囲における温室効果ガス排出量の計算方法
を取り纏めている。

タイトルだけが決定しており、今後作成着手が計画されている規格：

 ISO 6338-4 液化天然ガス（LNG）チェーン全体における温室効果ガス（GHG）排出
量の計算 – 第4部：船舶

 ISO 6338-5 液化天然ガス（LNG）チェーン全体における温室効果ガス（GHG）排出
量の計算 – 第5部：再ガス化
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●IMO（MSC・MEPC関連）条約、コード等に対応したISO/TC 8で作成した
ISO規格数： 183規格。

●MSC関係が142規格。MEPC関係が41規格。 ※2022年8月時点のIMO情報
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【TC8分科委員会・WG】

IMO条約、コード等に対応したISO規格数
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MSC, 
142
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対応
規格数

183

出典：・MSC106/18（2022.8.9）
・MEPC79/INF.2(2022.8.29)

【トピック4】
IMO(MSC・MEPC関連)条約、コード等に対応したISO/TC 8のISO規格

【トピック5】
令和6年度 産業標準化事業表彰の受賞

令和6年度産業標準化事業表彰（※）において、BEMAC株式会社の山田隆士様が
経済産業省イノベーション・環境局長表彰を受賞されました。

山田様は、10月8日、都内のホテルにて開催された表彰式にて、賞状が授与され
ました。

（※）産業標準化事業表彰： 経済産業省では、産業標準化の適切な推進と普及を促進し、もっ
て我が国経済産業の発展と国民生活の向上に寄与するため、国際規格や日本産業規格の作
成、普及等に寄与し、その功績が顕著であると認められる者及び組織を毎年10月の産業標準
化推進月間に表彰しています。

【イノベーション・環境局長表彰（産業標準化貢献者表彰）】

BEMAC株式会社 イノベーション本部 東京データラボ チーフエキスパート

山 田 隆 士 様

（主な功績）

15年間以上に亘り、ISO/TC 8（船舶及び海洋技術専門委員会）/SC 6（航海及び
操船分科委員会）の国内対策委員会の委員として、我が国提案ISO規格30件の制
定に携わり、産業力強化に貢献されました。また、2010年からTC 8/SC 6/WG 16
（船内機器用情報系ネットワークシステム作業委員会）のエキスパートとして、IoT・
ビッグデータに関する3件のISO規格の制定に貢献されました。2019年からは、こ
れら3規格の実装を推進するため、国際プロジェクトリーダーとして改訂を主導し、
2024年初めに完了されました。この結果、船内各種機器からの収集データの利活
用により、機器の状態を常に診断できる等、GHG排出削減等の高効率運航の実
現、航行安全の向上に寄与することが期待されています。
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3. 船舶部門日本産業規格（JIS F）に関する活動報告 

 船舶産業における日本産業規格(JIS)の利用実態等を踏まえつつ、品質改善、生産合理化、流通の

円滑化等の産業標準の本来目的として機能するもの、安全確保、環境保全等の強制法規で引用され

るもの、その他社会的要請のあるものについて、新規規格の原案又は既存規格の改正案の作成を行

いました。また、原案作成に当たり産業標準が定める要求性能が適切なレベルにあるかを確認し、

その結果を踏まえ規定内容の適正化を図りました。 

 2024 年度に官報公示（改正及び廃止）された JIS F、当協会標準部会で承認された JIS F 原案、当

協会委員会で作成作業中の JIS F 原案は以下のとおりです。 

 その他、産業標準化法に基づき、2024 年度に実施された JIS 見直し調査の対象となった既存 JIS 
F 60 件に関しても、適正に対応を行いました。 

 

【2024 年度に官報公示された JIS F： 改正 2 件、廃止 13 件】 

【改正 2 件（2025 年 2 月 25 日付で改正）】 

1. JIS F 3056:2025, 船用フート弁（原案作成委員会：バルブ及びこし器分科会） 

2. JIS F 7379:2025, 船用黄銅 30K くい込形止弁（原案作成委員会：バルブ及びこし器分科会） 

【廃止 13 件（2025 年 1 月 25 日付で廃止）】 

1. JIS F 0101, 舟艇－ワイヤロープの使用基準 

2. JIS F 1033, 舟艇－ガソリン機関区画及びガソリンタンク区画の換気 

3. JIS F 1036, 舟艇－最大推進出力値の決定：船体の長さ 8 m 未満の舟艇 

4. JIS F 1041, 舟艇－最大搭載量 

5. JIS F 1051-1, 膨脹式ボート－第１部：最大出力 4.5kW 以下のボート 

6. JIS F 1051-2, 膨脹式ボート－第 2 部：最大出力 4.5 kW 以上 15 kW 以下のボート 

7. JIS F 1051-3, 膨脹式ボート－第 3 部：最大出力 15 kW 以上のボート 

8. JIS F 2021, 船用小形フェアリーダ 

9. JIS F 2024, 船用小形スタンドローラ 

10. JIS F 2205, ブームレスト頭部金物 

11. JIS F 2251, 船用小荷重デリックブーム 

12. JIS F 2315, 水密すべり戸開閉指示器 

13. JIS F 8447, 船用高圧水銀灯安定器 

 

【2024 年度に当協会標準部会で承認された JIS F 原案： 制定（新規）2 件、改正 4 件、廃

止 1 件】 

【制定（新規）2 件】 

1. JIS F 3309, 船舶及び海洋技術－救命及び防火－救命用の端艇及びいかだ並びに救助艇用シ
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ー・アンカー（原案作成委員会：救命分科会）（2024 年 10 月 4 日開催の 2024 年度第 1 回標

準部会（第 41 回）にて JIS F 原案を承認。2024 年 11 月に国土交通省へ申出。2025 年 3 月下

旬に官報公示予定） 

2. JIS F 2615-1, 船舶及び海洋技術－パイロットラダー－第１部：設計及び仕様（原案作成委員

会：救命分科会／ラダーWG）（2025 年 2 月 27 日開催の 2024 年度第 3 回標準部会（第 43
回）にて JIS F 原案を承認。今後、国土交通省へ申出予定。） 

【改正 4 件】 

1. JIS F 0080, 舟艇－舟艇の識別－番号付与システム（原案作成委員会：舟艇分科会）（2024 年

10 月 4 日開催の 2024 年度第 1 回標準部会（第 41 回）にて JIS F 原案を承認。2024 年 11 月

に国土交通省へ申出。2025 年 3 月下旬に官報公示予定） 

2. JIS F 2805, 船舶及び海洋技術－海上安全－膨ちょう式救命器具のガス膨ちょうシステム（原

案作成委員会：救命分科会）（2024 年 10 月 4 日開催の 2024 年度第 1 回標準部会（第 41 回）

にて JIS F 原案を承認。2024 年 11 月に国土交通省へ申出。2025 年 3 月下旬に官報公示予定） 

3. JIS F 3303, フラッシュバット溶接アンカーチェーン（原案作成委員会：甲板機械及びぎ装分

科会）（2024 年 10 月 4 日開催の 2024 年度第 1 回標準部会（第 41 回）にて JIS F 原案を承

認。2024 年 11 月に国土交通省へ申出。2025 年 3 月下旬に官報公示予定） 

4. JIS F 1030, 舟艇－パーソナルウォータークラフト（PWC）－構造及びシステム搭載時の要求

事項（原案作成委員会：舟艇分科会）（2025 年 2 月 27 日開催の 2024 年度第 3 回標準部会

（第 43 回）にて JIS F 原案を承認。今後、国土交通省へ申出予定。） 

【廃止 1 件】 

1. JIS F 2615:2006, パイロットラダー（2024 年 2 月 26 日開催の 2023 年度第 3 回標準部会（第

40 回）で廃止を承認。この規格の後継規格である、上記の JIS F 2615-1 の制定（新規）に併

せて廃止予定） 

 

【現在、当協会委員会で作成作業中の JIS F 原案： 制定（新規）1 件、改正 3 件】 

【制定（新規）1 件】 

1. JIS F xxxx:202x, アルミニウム船－アルミニウム合金製ダビット（新規）（原案作成委員会：

甲板機械及びぎ装分科会／小型高速艇用アルミニウム艤装品設計基準規格原案作成 WG）

（2020 年 9 月 30 日開催の 2020 年度第 1 回標準部会（第 32 回）で作業計画を承認） 

【改正 3 件】 

1. JIS F 0081, 舟艇－主要データ（原案作成委員会：舟艇分科会）（2025 年 2 月 27 日開催の 2024
年度第 3 回標準部会（第 43 回）で作業計画を承認） 

2. JIS F 2026, 水平ローラ付フェアリーダ（原案作成委員会：甲板機械及びぎ装分科会）（2024
年 12 月 26 日締切の 2024 年度第 2 回標準部会（第 42 回）書面審議で作業計画を承認） 

3. JIS F 8062, 船用電気設備－第 201 部－システム設計－一般（改正）（原案作成委員会：電気

設備分科会）（2023 年 9 月 28 日開催の 2023 年度第 1 回標準部会（第 38 回）で作業計画を

承認） 
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4. 2024 年度船舶関係産業標準化事業に関する活動報告 

4.1 2024 年度活動報告（概要） 

2024 年度の船舶関係国際規格等の取組として、前年度に引き続き、「戦略的規格提案等の実施」
及び「対応体制の強化」の二つの活動を柱とした「船舶に関する国際標準への日本の取組方針」に
基づく着実な活動を展開いたしました。 

 

2024 年度に実施した活動報告（概要）は以下のとおりです。 

その他、2024 年度に実施した活動報告（詳細）は 4.2 をご参照願います。 

船舶関係産業標準化事業の 2024 年度活動報告（概要） 
 
 
また、ISO/JIS 原案の作成に資するために、2024 年度に実施した調査研究の概要は以下のとおり

です。これらの報告書に関しましては、以下の URL に掲載を予定しています（会員限定。閲覧に

はパスワードが必要です）。 
 
https://www.jstra.jp/member/a04/a4b04/ 

 

■ 国際規格対応

標準化研修の開催（WEB）
（人材育成）

(2024年7月18日開催。参加者:約20名)

標準化セミナーの開催（対面）
（標準化活動の広報）

（2025年度2月20日開催。
参加者︓約100名）

関連業界への要望調査の実施
（新提案等の発掘）

（2024年6月18日〜7月25日）

■ 国内規格対応

船舶部門日本産業規格（JIS F）規格集の刊⾏

国際規格（ISO）、JIS F関連の活動報告（2024年度）

【日本提案の状況】
✔制定規格︓2（新規︓1、改訂︓1 ）
・ISO 24132:2024, 液化水素用ローディングアームの

設計と試験（新規）
（2024年6月制定）
（当会がコンソーシアムプライムとなり、（国研）科学技術振
興機構（JST）受託事業として実施した事業成果の一つ）

・ISO 15371:2024, 船舶用厨房調理器具保護のため
の消火装置（小改訂）
（2024年6月制定）

✔審議中の規格案︓ 12（新規︓1、改訂︓11）
・海洋環境: 4
・その他︓8（航海計器︓6、その他:2）

✔今後提案予定（2024年度内での提案予定）︓ 2
（いずれも新規）

（実海域性能評価プロジェクト関係）

✔2025年2月に官報公示（改正）されたJIS F 2件
・JIS F 3056 船用フート弁（改正）
・JIS F 7379 船用⻩銅 30K くい込形止め弁（改正）

✔2025年1月に官報公示（廃止）された既存JIS F 13件
・JIS F 0101 舟艇－ワイヤロープの使用基準（廃止）等

✔間もなく官報公示（制定又は改正）予定のJIS F 4件（新規:1、改
正:3 ）

・JIS F 0080, 舟艇－舟艇の識別－番号付与システム（改正）
等

✔2025年2月の標準部会で承認されたJIS F原案 2件（新規:1、改
正1）

・JIS F 2615-1, 船舶及び海洋技術－パイロットラダー－第1
部︓設計及び仕様（新規）

・JIS F 1030, 舟艇－パーソナルウォータークラフト（PWC）－構
造及びシステム搭載時の要求事項（改正）
✔その他、以下4件のJIS F原案（新規:1、改正:3）を担当分科会で
審議中

・JIS F 0081 舟艇－主要データ（改正）
・JIS F 2026 水平ローラ付フェアリーダ（改正）等
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調 査 名 実施期間

ISO関係

（１）電子傾斜計の国際規格の見直しに伴う調査研究（継続） ２３・２４

（２）IEC 80005-4（直流陸上受電装置）に関する調査研究（新規） ２４

（３）ISO/IEC国際規格の新業務項目提案（NP）への国内審議等に係る資料
作成業務（年度途中で追加実施した業務）

２４

JIS関係

（４）特定小電力無線位置情報通報機器に関する基礎調査（新規） ２４

（５）JIS F 0808:2009（船用電気器具環境試験通則）およびJIS F 8006:1979
（船用電気器具の振動検査通則）の見直しに関する調査研究（新規）

２４

（６）JIS F 8103:2021（舟艇―電気機器―リチウム二次電池を用いた蓄電池
設備）の改訂に関する調査研究（新規）

２４・２５

（７）IEC 60092シリーズに基づくJIS F規格案の作成（年度途中で追加実施し
た業務）

２４

ISO・JIS規格策定に向けた調査研究（2024年度実施中）

●業界アンケート（毎年）、分科会等での要望を踏まえ調査項目を選定
●規格原案作成に必要な調査・解析等を実施し、分科会等で審議
●2024年度は、以下7件の調査研究を実施（うち2件は年度途中で追加実施）

(1) 電⼦傾斜計の国際規格の⾒直しに伴う調査研究
背景・課題
• IMO MSC107（2023年6月）において、
2026年1月1日以降に建造される総トン数
3,000トン以上のばら積み貨物船およびコンテ
ナ船に対して、決議MSC.363 (92)に適合し
た電子傾斜計の搭載を義務化するSOLAS条
約第V章改正が採択（MSC.532(107)）。

• MSC.363(92) に基 づ く試 験規 格は 、ISO
19697:2016として日本主導により作成済。

• 一方、IMOにおいて、2014年7月1日以降に
搭載する船橋機器の船橋警報管理 (BAM)要
件が新たに策定され、IMO性能基準に基づく船
橋機器の試験要件等を定めたISO/IEC規格
はこのBAM要件の反映が求められている。

• そのため、電子傾斜計の試験規格を定めるISO
19697:2016へもBAM要件を盛り込む必要が
ある。

• また、昨今の船舶へのLANの普及を鑑み、LAN
接続を念頭にインタフェース要件の⾒直しも⾏う
（現在はシリアル接続のみ）。

2024年度事業進捗
以下を実施
 船舶サイバーセキュリティに関する統一規則IACS UR 

E26/E27の対象機器になるか調査を実施
 上記を想定した機能実装の調査・課題抽出
 LANインタフェース機能を実装した場合のサイバーセキュリ

ティに対する課題の抽出
 BAM規格（IEC 62923）実装の検討
 外国製品の各規格準拠について調査
 EC舶⽤機器指令（MED）適⽤を想定した環境試験

項目の課題を抽出
 国際会議の主催（2024年9月3日にオンラインにて国

際会議を開催）、国際審議対応および同結果を反映し
た改訂案の更新

（出典）株式会社宇津木計器
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(2) IEC 80005-4（直流陸上受電装置）に関する調査研究
背景・課題

• 港湾の岸壁で停泊中の船舶については、船内発電
機（ディーゼル機関等）を停止して、船舶から排出
される環境汚染物質（CO2、NOx、SOx）を削減
させるため、IECが主体となり、IEEE（米国電気電
子 学 会 ）お よび ISO と の合 同規格 で あ る IEC
80005 Series （陸上から船舶に電⼒供給するた
めの陸上・船上の陸上電源接続システム（陸電装
置））の標準化が⾏われている。

• これまでは交流の陸電装置の標準化が議論されてき
たが、直流の陸電装置の要件を定めることを目的とし
たIEC 80005-4の新規作成着手を問う投票（NP
投票）が、2023年6月2日を〆切に実施された。こ
のNP投票の正式な結果はまだ出されていないが、非
公式会合にて規格内容の検討が始まっている。

• 一方、国内でも船舶への急速充電の実験・検討が
各所で始まっていることを踏まえ、IEC 80005-4の
内 容 の 検 討 、 国 内 実 情 の 調 査 を ⾏ い 、 IEC
80005-4を国内に取り⼊れた際の課題等を整理し、
併せてIEC 80005-4に対する日本意⾒案を取り纏
める。

2024年度事業進捗
以下を実施。
 国内における直流陸上受電装置に関する取り組み状況

の調査
 国内対応状況とIEC 80005-4（直流陸上受電装

置）内容との相違点の整理
 国内対応状況を踏まえた、IEC 80005-4（直流陸上

受電装置）内容の検討
 IEC 80005-4（直流陸上受電装置）に対する日本

意⾒（案）の取り纏め
 直流陸上受電装置の適⽤が適する船種及び運航形態

の提言

内航EV船舶が主な
対象となる⾒込み。

船舶向けゼロエミチャージャー
普及推進協議会の活動も考慮

(3) ISO/IEC国際規格の新業務項目提案（NP）への国内審
議等に係る資料作成業務（年度途中で追加実施した業務）

背景・課題

本調査では、ISO/IEC国際規格の作成にあた

り最も重要な投票の一つに位置付けられてい
る、国際規格案の作成に着手するか否かを
問う最初の国際投票である新業務項目提案
（NP）に関して、その提案概要を取り纏めると

ともに重要性等を整理し、国内審議に資する
資料を作成する。

2024年度事業進捗

22件の新業務項目提案（NP）に関して、その

提案概要を取り纏めるとともに重要性等を整
理し、国内審議に資する資料を作成した。
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(4) 特定小電⼒無線位置情報通報機器に関する基礎調査
背景・課題
• 特定⼩電⼒無線とは、一定の条件を満たした無線
設備であれば、無線従事者資格も無線局免許も不
要となる、広く一般に利⽤できる無線である。
315MHz/400MHz/920MHz帯が広く使われてお
り、近年、IoT向けに920MHz帯を利⽤した超⼩型
で安価な位置情報通報機器が普及しつつある。

• 日本⼩型船舶検査機構が2022年度に実施した
「情報通信技術を活⽤した個人⽤救命設備の実現
可能性に関する基礎調査の報告書」でも「特定⼩電
⼒無線」による個人⽤救命設備の実現可能性が示
されている。

• 低消費電⼒で⻑距離通信が可能であり、GNSS受
信モジュールとの組み合わせで、位置情報を国内全
域をほぼカバーする複数のパブリックアンテナ間との通
信が可能となっており、例えばスマートフォンに位置を
表示し、海上にいる人の位置をリアルタイムに⾒守り
続けることが可能で、且つアプリを介することで特定者
だけがこの情報を⼊手することができる。

• しかし、これら特定⼩電⼒無線位置情報通報機器
に関する性能や安全性等を担保する基準・規格はま
だ存在しない。そこで標準化の可否の検討に資する
必要な基礎調査を実施する。

（出典）Quadra planning Inc.資料

2024年度事業進捗
以下を実施
• 刻々と海況が変化する水面から送信される無線端

末の性能評価を定量化するにあたり 基準とする
端末を指定して、実際の海において被評価端末と
比較し差分を測定することで評価方法を一般化し
た。

• 基準端末の選定にあたり普及製品の調査の結果、
実績評価された実製品を基準端末として指定し、
電波暗室測定および荒天を含む⻑期海洋停留試
験を実施、基準端末の基礎性能を定量化し、確
定した。

• 今年度に実施した基礎調査により、国内委員会で
今後標準化の可否検討に資する資料を得た。

5ｍ

電波暗室測定 荒天を含む⻑期海洋停留試験

(5) JIS F 0808:2009（船用電気器具環境試験通則）およ
びJIS F 8006:1979（船用電気器具の振動検査通則）の⾒

直しに関する調査研究

背景・課題
• JIS F 0808:2009（船⽤電気器具環境試験通
則）は、船⽤電気器具の環境試験をこの規格の参
照だけで 実施できるよ うにするため、関連する
JIS/IEC規格の規定を抜粋（転載）している。
2023年度の船舶に係る標準化に関するアンケート
の 結 果 、 JIS F 0808 に 対 し て 電 磁 両 ⽴ 性
（EMC）試験に関する規定が古く、IEC 60945
（船橋機器⽤試験規格）にも合致していないため、
改正すべきとの意⾒が出された。また、過年度に実施
したJIS改廃調査でもIACS UR E10などとの統一、
最新IEC規格の準拠、JIS F 8076 (IEC 60092-
504)への統合を求める意⾒が出されている。

• 一方、JIS F 8006:1979（船⽤電気器具の振動
検査通則）は、過年度に実施したJIS改廃調査の
結果、最近の船舶の機械振動の性質を考慮した試
験要件の導⼊やNK等の船級規則および最新
ISO/IEC 規 格 の 準 拠 、 JIS F 8076 (IEC
60092-504)への統合を求める意⾒が出されている。

2024年度事業進捗
以下を実施
 JIS F 0808:2009（船⽤電気器具環境試験

通則）の課題点の抽出・整理及び改正草案の
作成施

 JIS F 0808改正草案の規格体系の検討及び
提案

 JIS F 8006:1979（船⽤電気器具の振動検
査通則）の課題点の抽出・整理及び改正草案
の作成

 JIS F 8006改正草案の規格体系の検討及び
提案

EMC試験設備(10m法電波暗室) 船内振動（イメージ）
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(6) JIS F 8103:2021（舟艇―電気機器―リチウム二次電池
を用いた蓄電池設備）の改正に関する調査研究

背景・課題
• JIS F 8103は、総トン数20t未満の船舶、又はその

他総トン数20t以上であって、スポーツ若しくはレクリ
エーションの⽤だけに供する船体の⻑さが24m未満の
船舶に装備する、リチウム二次電池の単電池及び電
池システム並びにそれらに接続する充放電システムの
安全性要求事項について取り纏めている。

• また、JIS F 8103は、JIS C 8715（汎⽤リチウム
二次電池の単電池及び電気システム）（対応国際
規格IEC 62620、IEC 62133）に基づいている。

• 日本⼩型船舶検査機構では、「高電圧(250ボルト
を超える電圧)の電気機器を施設した⼩型船舶の安
全基準に係る調査研究」委員会を設け、⼩型船舶の
安全基準案を取り纏めており、この中で、JIS F 
8103が参照されている。

• 一方、昨今のゼロエミッションに関する動向を踏まえ、
ISO 23625（舟艇⽤リチウムイオン電池）および
ISO 8665-2（舟艇－出⼒測定及び宣言－第2
部︓電気推進）の新規規格化等が着手されている
ことも考慮し、⼩型船舶の安全基準に引⽤されている
JIS F 8103の妥当性を精査し、改正を検討する必
要がある。

2024年度事業進捗
以下を実施
• ⼩型船舶の安全基準としてJIS F 8103を⽤いる

ことへの問題点の把握及び是正案の提案として、
日本⼩型船舶検査機構のコメントを踏まえて、問
題点への是正案を取りまとめた（市販のリチウム二
次電池の充放電試験及びBMU動作試験も実
施）

• JIS F 8103と関連する国際規格、JIS及び国内
法規の洗い出し・内容の相違点の整理として、関
連するJIS並びにISO規格の最新版との比較を⾏
い、JIS F 8103へ反映を要する要件の有無を確
認・検討した

• 船技協が過年度に実施した、JIS F規格⾒直し調
査で提出された意⾒の取扱いの検討を⾏い、回答
案を取りまとめた

2025年度事業計画（案）
• 製造業者およびユーザーの意⾒を聴取する等、

2024年度に洗い出した課題および問題点を踏ま
えたJIS F改正原案の作成を⾏い、実装面、安全
面、検査の面などから利⽤しやすい内容とする。

(7) IEC 60092シリーズに基づくJIS F規格案の作成（年度途
中で追加実施した業務）

背景・課題
IEC 60092（船用電気設備）シリーズ（下記5規格）が、近年、
改訂された。一方で、これらIEC規格に対応する翻訳JIS F規
格が存在するため、新しいIEC規格に合わせて、これらJIS F
規格を改正する必要がある。電気設備分科会での審議に
資するため、以下5件の翻訳JIS F規格案（本文及び解説）を
作成。
① IEC 60092-202:2016 （船用電気設備－第202部：システ
ム設計－保護）⇒JIS F 8063
② IEC 60092-303:2023 （船用電気設備－第303部：機器－
動力及び照明用変圧器）⇒JIS F 8066
③ IEC 60092-304:2022 （船用電気設備－第304部：機器－
半導体コンバータ）⇒JIS F 8067
④ IEC 60092-306:2022 （船用電気設備－第306部：機器－
照明器具及び配線器具）⇒JIS F 8069
⑤ IEC 60092-503:2021 （船用電気設備－第503部：個別規
定－1ｋVを超え36ｋV以下の交流配電系統）⇒JIS F 8075

2024年度事業進捗
電気設備分科会での審議に資するため、上記5件の翻訳JIS 
F規格案（本文及び解説）を作成

この調査研究で作成したJIS F 8063改正案
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4.2 2024 年度活動報告（詳細） 

4.2.1 2024年度活動における「船舶に関する国際標準への日本の取組方針」に基づく「戦略的規

格提案等の実施」に関する取組み 

「船舶に関する国際標準への日本の取組方針」の二つの柱の一つである「戦略的規格提案等の実

施」のための以下の着実な活動を展開いたしました。 

当協会が国内審議団体を務める ISO 及び IEC 国際委員会は次のとおりです。 

 

 

 

 

 
  

日本船舶技術研究協会が国内審議団体を務める
ISO及びIEC国際委員会

さらに、FLNGの設計（ISO/TC 67/SC 9 液化天然ガス用設備及び装置分科委員会。国内
審議団体：（一社）日本ガス協会）についても船技協が国内対応体制を構築している。

2025年3月現在

内容 委員会
制定済
規格数

作成中
規格数

船舶及び海洋技術 ISO/TC 8 445 79
海洋構造物（石油、LNG関連） ISO/TC 67/SC 7 22 8
船舶振動 ISO/TC 108/SC 2/WG 2 5 0
スモールクラフト（船体長さ24m以下） ISO/TC 188 97 16
船舶及び海洋構造物の電気設備 IEC/TC 18 67 26

合計 636 129
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4.2.1.1 日本提案の積極的な実施 

2024 年度の活動により、以下の日本提案による国際規格 2 件（新規規格 1 件、既存規格の改訂 1
件）を制定することができました。 

また、12 件（新規提案 1 件、既存規格の改訂提案 11 件）の日本提案による国際規格案の作成着

手又は委員会における作成審議を進捗することができました。 

その他、現在審議中の国際規格の進捗を考慮しつつ、日本提案を予定している実海域性能評価プ

ロジェクト関係 2 件に関する国際規格案（いずれも新規提案）の提案準備を整えることができまし

た（詳細は【トピック 1】をご参照下さい）。 

ISO 及び IEC では、毎年 5 月 1 日付でルール（ISO/IEC Directives Part 1）の改定が行われており

ますが、近年は作成期間の短縮が強く求められており、提案前及び提案後も作成期間を十分に留意

する必要がございます。そのため、ご提案社、関係社と当協会とで十分な協議をしつつ、分科会等

での審議を通じて、今後も対応を進めてまいります。 

 

2024 年度に制定した日本提案による国際規格（計 2 件） 

規格番号 規格名称 概要 期待される効果 

ISO 
24132:2024 

船舶及び海洋技

術－液化水素用

海洋トランスフ

ァーアームの設

計と試験 

液化水素運搬船を扱う沿岸液化

水素ターミナルで使用される液

化水素用海洋トランスファーア

ーム（ローディングアーム）に関

する設計、安全のための最小限の

要件、検査及び試験方法について

取り纏めたもの。 

【背景】 

当協会がコンソーシアムプライ

ムとなり、（国研）科学技術振興

機構（JST）受託事業として実施し

た事業成果の一つ。 

満たすべき性能要件だけを

定めることで、コア技術を

ブラックボックス化し、新

規技術を競争優位につなげ

る。 

ISO 
15371:2024 

船舶及び海洋技

術－船舶用厨房

調理器具保護の

ための消火装置 

厨房フード、ダクト、揚げ物用鍋

その他のグリース付着の器具を

保護する消火装置ユニットの設

計、試験、使用方法について取り

纏めたもの。 

【背景】 

2021 年 3 月を〆切に実施された

定期見直しで、提出された各国コ

メント（最新の ISO 様式への適用

を求めるコメント）を反映するた

め、簡易改訂することが決定。 

プロジェクトリーダーを引

き受けることで、ISOにおけ

る日本の地位向上に資する

ことができた。 
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現在審議中の日本提案による国際規格（計 12 件。新規提案 1 件、既存規格の改訂提案 11 件） 

●審議中の国際規格（新規提案）：1件

日本提案の積極的な実施

No. 規格番号
担当分科会

/WG 名称 重点分野
制定

見込み
現状の
段階

評価

1 ISO 21716-4 環境
船舶及び海洋技術－防汚塗料の
生物検定スクリーニング手法－第
4部：藻類

海洋環境 2026年7月 DIS 順調

●審議中の国際規格（既存規格の改訂）：11件

No. 規格番号
担当分科

会
名称 重点分野

制定
見込み

現状の
段階

評価

1 ISO 16304 環境 港湾廃棄物受入施設の配置及び管理 海洋環境 2027年4月
原案

作成中
順調

2 ISO 16328 航海 高速船用ジャイロコンパス その他 2026年11月
CD

終了
順調

3 ISO 16329 航海 高速船用ヘディングコントロールシステム その他 2026年9月
WD
終了

順調

4 ISO 19697 航海 電子傾斜計 その他 2026年4月
DIS

投票中
順調

5 ISO 21070 環境 船上ごみの管理および取り扱い 海洋環境 2026年11月
原案

作成中
順調

6 ISO 22090-1 航海
真船首方位信号伝達装置－第1部：ジャイロ
コンパス方式

その他 2026年11月
CD

終了
順調

7 ISO 22090-2 航海
真船首方位信号伝達装置－第2部：地磁気
方式

その他 2026年11月
CD

終了
順調

8 ISO 22090-3 航海
真船首方位信号伝達装置－第3部：GNSS方
式

その他 2026年11月
CD

終了
順調

9 ISO 23765 環境
船舶の燃料油消費量データの収集方法のた
めのガイドライン

海洋環境 2026年11月
原案

作成中
順調

10 ISO 30002 シップ
リサイクル

シップリサイクルマネジメントシステム－シッ
プリサイクル事業者選定のための指針（及び
見積契約書）

その他 2026年9月
原案

作成中
他国へ

移管予定

11 ISO 30006 シップ
リサイクル

シップリサイクルマネジメントシステム－船上
に存在する有害物質の場所を示す図表

その他 2026年9月
原案

作成中
他国へ

移管予定

日本提案の積極的な実施
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●今後（2024年度内での）提案を計画している国際規格（新規提案）：2件

日本提案の積極的な実施

No. 規格番号
担当分科会

/WG 名称 重点分野
制定

見込み
現状の
段階

評価

1 ISO xxxxx-1 環境
船舶及び海洋技術－実海域実船
性能－第1部：実海域実船性能評
価法

海洋環境 2027年12月 NP
2024年度内

での提案に向
けた準備中

2 ISO xxxxx-2 環境
船舶及び海洋技術－実海域実船
性能－第2部：ライフサイクル燃費
指標

海洋環境 2027年12月 NP
2024年度内

での提案に向
けた準備中
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4.2.1.2 他国提案への適切な対応 

他国提案の国際規格案についても分科会等の審議を通じて、2024 年度は、日本提案を含む計 252
件（2025 年 3 月 10 日現在）の国際規格案（主な国際規格案を次頁に参考記載）への日本回答を取

り纏め、規格内容への日本意見の反映及び適正化を図ることができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●国内分科会、WGのタイムリーな設置（2024年度5件、2023年度0件、2022年度1件）

他国提案への適切な対応

●国際投票の適切な実施

＊＝WD投票、CD照会、定期見直し等

投票 2022年度 2023年度 2024年度
（2025年3月現在）

賛成 75 90 56

反対 10 6 8

棄権 43 72 42

その他＊ 80 98 146

計 208 266 252
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規格番号
担当分科会

/WG 名称 重点分野 提案国

ISO 6319 環境 船体付着生物の水中船上の性能及び文書化 海洋環境 ノルウェー
ISO 8933-
1:2024 環境

船舶及び海洋技術－エネルギー効率－第1部 :個々の
エネルギー効率

海洋環境
デンマー

ク

ISO 8933-
2:2024 環境

船舶及び海洋技術－エネルギー効率－第2部: 海事機
能ユニットのエネルギー効率

海洋環境
デンマー

ク

ISO 11326:2024
温室効果ガス

削減
機械及び配管

液化水素船の液化水素貯留タンクの試験手順 海洋環境 韓国

ISO/TS 13297-3 舟艇
舟艇－電気システムの交流及び直流設備－第3部：リ
チウムイオン充電

海洋環境 韓国

ISO 16259 温室効果ガス
削減

LNG BOG再液化システムの船上での性能試験手順 海洋環境 韓国

ISO 18131 航海
パブリッシュ・サブスクライブ方式の船陸間同期通信の
一般要件

IT・ビッグデータ 韓国

ISO 20679 環境
船舶の生物付着試験に関するガイドライン 水中洗浄
システム

海洋環境 米国

ISO 22120
温室効果ガス

削減
機械及び配管

メタノール燃料船のバンカリングに関する仕様 海洋環境 中国

ISO 23625:2025 舟艇 舟艇－リチウムイオン蓄電池 海洋環境 ドイツ

ISO 24941 温室効果ガス
削減

アンモニア燃料船の機関室の安全ガイドライン 海洋環境 韓国

●主な規格（新規提案）

他国提案への適切な対応

※下線部は、2024年度追加規格

他国提案への適切な対応

規格番号 担当分科会 名称 重点分野 提案国

ISO 6325:2024 甲板機械及び
ぎ装

造船－制鎖器 その他 中国

ISO 15016:2025 航海
速力試験データの解析による速力性能及び出力性
能の評価に関する指針

海洋環境 オランダ

ISO 16315 舟艇 舟艇－電気推進システム 海洋環境 ドイツ

ISO 16681 救命 水先案内人用の乗下船設備--船体固定装置 その他 オランダ

●主な規格（改訂）

規格番号 担当分科会 名称 重点分野 提案国

ISO 25415 甲板機械及び
ぎ装

低温操作のためのウインドラスとウインチの設計要
件

その他 中国

ISO 25128 舟艇 舟艇－主推進システムのエネルギー消費評価 海洋環境
スウェーデ

ン

ISO 25189 航海
空気潤滑装置の正味の省エネ効率のための海上試
運転方法

海洋環境 中国

ISO 25433-1 航海 海事サーチライト その他 ドイツ

IEC/ISO/IEEE 
80005-3 電気設備

陸電装置－第3部：低圧陸上電源接続システム－一
般要件

海洋環境 ﾉﾙｳｪｰ

IEC/ISO/IEEE 
80005-4 電気設備

陸電装置－第4部：直流陸電接続（DCSC）システム
－一般要件

海洋環境 ﾉﾙｳｪｰ

●主な規格（新規提案）

※下線部は、2024年度追加規格

－29－



－30－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

他国提案

日本提案

（63規格）

ISO/TC 8で作成された規格

（445規格）

航海計器

防火

環境

救命

リサイクル バルブ

機械及び配管 構造

甲板機械及びぎ装

振動海洋開発

日本提案（63規格）の内訳総規格数
（445規格） 種類 規格数

航海計器 29
防火 9
環境 10
救命 3

リサイクル 2

バルブ 2

機械及び配管 1

構造 1
甲板機械及び

ぎ装
1

振動 1

海洋開発 4
合計 63

参考：ISO（船舶・海洋）の規格数

NP
（新規提案）

CD
（委員会
原案）

DIS
（国際規格

原案）

FDIS（最終国際規格
原案） (又はPRF)

３年以内に規格制定（原則メンバー国による投票）

AWI
（承認済
新作業
項目）

５年毎に規格の定期見直し
（定期見直し投票で改訂が承認された場合）

【標準化過程の状態を表す略語】：
NP – 新作業項目提案 (New Proposal / New Work Item Proposal)
AWI – 承認済作業項目 (Approved new Work Item) 
CD – 委員会原案 (Committee Draft)

DIS – 国際規格案 (Draft International Standard)
FDIS – 最終国際規格案 (Final Draft International Standard)
PRF – 校正原稿 (Proof of a new International Standard）

参考：規格づくりの審議（投票）手順（ISOの場合）

規
格
作
成
過
程

国
際
規
格
制
定

当協会の標準部会・分科会・WG等で審議
（当協会が意見を取りまとめ、国際会議対応・投票）

国際
対応

ISO/TC8（専門委員会）・SC（分科委員会）・WG（作業委

員会）等での審議（日本からも提案内容の説明等で参画）

国内
対応
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4.2.1.3 船舶部門日本産業規格（JIS F）の制定 

本報告書の第 3 章（P.17～18）に記載のとおり、2024 年度の活動の結果、2 件の既存 JIS F を改

正できた他、役割を終えた既存 JIS F 13 件を廃止できました。また、2024 年度の当協会 標準部会

で承認された 6 件の JIS 原案に関しては、うち、4 件を 2024 年 11 月に産業標準化法第 12 条に基づ

き、主務大臣（国土交通省）へ申し出を行ない、2025 年 3 月下旬に官報公示（制定及び改正）が予

定される段階まで審議を進捗できました。残りの 2 件の JIS 原案に関しても、主務大臣（国土交通

省）へ申し出を行なえる段階まで審議を進捗できました（併せて 1 件の既存 JIS F の廃止も行う予

定）。 

また、4 件の JIS F 原案（新規原案：1 件、既存規格の改正原案 3 件）の作成着手又は担当委員会

における作成審議を進捗できました。 

JIS F に関する 2024 年度の活動の詳細に関しましては、次頁以降に記します。 

 

その他、当協会は、JIS 原案の作成を行うための委員会が、参加を希望するすべての利害関係者

に参加の道が開かれているなど、公平かつ公開性をもち、適切な JIS 原案を作成することができる

体制を維持している団体として、特定標準化機関（Competent Standardization Body：CSB）とし

て確認されており、日本産業標準調査会（JISC）における JIS 制定又は改正のための調査審議及び

事務処理の迅速化・効率化の適用を受けてます。2024 年度に、JISC の第 94 回標準第一部会で、当

協会の CSB としての再確認が行われ、2024 年 11 月 26 日付で確認されました。 

 

 

参考：日本が作成を主導したISO規格（直近4年分）
※ 下表は、年度ではなく、年（1月～12月）で記載

制定年 分野 規格番号 規格名
2021
（3）

海洋開発 ISO 23731 海洋環境影響評価（MEIA)－深海環境における長期間の画像に基づ
く調査方法

ISO 23732 海洋環境影響評価（MEIA)－メイオフィーナコミュニティの観察のため
の一般的なプロトコル

ISO 23734 海洋環境影響評価（MEIA)－微細藻類の蛍光を使用した海水の質を
観察するための生物検定法

2022
(6)

その他 ISO 11606 船用電子磁気コンパス
ISO 20672 船用回頭角速度計
ISO 20673 船用電気式舵角指示器

ISO 22555 船用プロペラピッチ表示器

環境 ISO 23668 排ガス洗浄水のモニタリングシステムのためのオンラインpH計測

海洋開発 ISO 23730 海洋環境影響評価（MEIA)－海洋環境影響評価に関する一般要件

2023
(3)

IT ・ ビ ッ グ
データ

ISO 23807 非同期の船陸間データ伝送の一般要件

その他 ISO 9875 船用音響測深装置

ISO 22554 プロペラ軸回転数表示器－電気式及び電子式

2024
(6)

その他 ISO 8728 船用ジャイロコンパス

ISO 15371 船舶用厨房調理器具保護のための消火装置

IT ・ ビ ッ グ
データ

ISO 16425 船内LAN装備仕様

ISO 19847 実海域データ共有化のための船内データサーバー

ISO 19848 船上機器及び機器用データ標準

環境 ISO 24132 液化水素用ローディングアームの設計と試験
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船舶部門日本産業規格案（JIS F）の作成状況（概要）

JIS F規格の制定

作成状況概要（2024年度） 制定 改正 廃止 合計

① JIS原案作成作業グループで審議中のJIS原案 1 3 0 4

② 2024年2月26日の標準部会で廃止が承認された既
存JIS F 0 0 1 1

③ 2025年1月25日に官報公示（廃止）された既存JIS F 0 0 13 13

④ 2025年2月25日に官報公示（改正）された既存JIS F 0 2 0 2

⑤ 2025年3月下旬に官報公示（制定・改正）される予定
のJIS F 1 3 0 4

⑥ 2025年2月27日開催の標準部会で承認されたJIS原
案

1 1 0 2

合 計 3 9 14 26

年度別制定件数 2022年度 2023年度 2024年度
(2025年3月現在)

新規 0 0 0

改正 0 2 2

廃止 0 0 13

合計 0 2 15

JIS F規格の制定

制定状況 制定
／

改正

規格番号 名称 作業
開始

作業
完了

対応
国際規格

船技協内

原案作成ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ

①JIS原案

作成作業
グループ
で審議中
のJIS F原
案 (4件)

制定 JIS F xxxx アルミニウム船－アルミニウム合金
製ダビット

2020 2025 － 甲板機械及び
ぎ装／アルミ艤
装品JISWG

改正 JIS F 0081 舟艇－主要データ 2024 2025 ISO 8666:2020 舟艇

改正 JIS F 2026 水平ローラ付フェアリーダ 2024 2025 － 甲板機械及び
ぎ装

改正 JIS F 8062 船用電気設備－第201部－システム
設計－一般

2023 2025 IEC 60092-
201:2019

電気設備

②2024年
2月26日

の標準部
会で廃止
が承認(1
件)

廃止 JIS F 2615: 
2006

パイロットラダー

※ JIS F 2615-1の申し出に併せて、廃
止の申し出を行う。

－ － ISO 799:2004 救命

③2025年
1月25日

に廃止さ
れた既存
JIS F(13
件) (1/3)

廃止 F 0101 舟艇－ワイヤロープの使用基準 2023 2023 － 舟艇

廃止 F 1033 舟艇－ガソリン機関区画及びガソリ
ンタンク区画の換気

2023 2023 ISO 11105:1997 舟艇

船舶部門日本産業規格案（JIS F）の作成状況（概要）
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船舶部門日本産業規格案（JIS F）の作成状況

JIS F規格の制定

制定状況 制定
／

改正

規格番号 名称 作業
開始

作業
完了

対応
国際規格

船技協内

原案作成ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ

③2025年
1月25日

に廃止さ
れた既存
JIS F(13
件) (2/3)

廃止 F 1036 舟艇－最大推進出力値の決定：船
体の長さ8 m未満の舟艇

2023 2023 ISO 11592:2001 舟艇

廃止 F 1041 舟艇－最大搭載量 2023 2023 ISO 14946:2001 舟艇

廃止 F 1051-1 膨脹式ボート－第１部：最大出力
4.5kW以下のボート

2023 2023 ISO 6185-1:2001 舟艇

廃止 F 1051-2 膨脹式ボート－第2部：最大出力4.5 
kW以上 15 kW以下のボート

2023 2023 ISO 6185-2:2001 舟艇

廃止 F 1051-3 膨脹式ボート－第3部：最大出力 15 
kW以上のボート

2023 2023 ISO 6185-3:2001 舟艇

廃止 F 2021 船用小形フェアリーダ 2023 2023 － 甲板機械及び
ぎ装

廃止 F 2024 船用小形スタンドローラ 2023 2023 － 甲板機械及び
ぎ装

廃止 F 2205 ブームレスト頭部金物 2023 2023 － 甲板機械及び
ぎ装

廃止 F 2251 船用小荷重デリックブーム 2023 2023 － 甲板機械及び
ぎ装

船舶部門日本産業規格案（JIS F）の作成状況

JIS F規格の制定

制定状況 制定
／

改正

規格番号 名称 作業
開始

作業
完了

対応
国際規格

船技協内

原案作成ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ

③2025年
1月25日

に廃止さ
れた既存
JIS F(13
件) (3/3)

廃止 F 2315 水密すべり戸開閉指示器 2023 2023 － 甲板機械及び
ぎ装

廃止 F 8447 船用高圧水銀灯安定器 2024 2024 － 電気設備

④2025年
2月25日

に改正さ
れた既存
JIS F

改正 JIS F 3056 船用フート弁 2023 2024 － バルブ及びこし
器

改正 JIS F 7379 船用黄銅30Kくい込形止弁 2023 2024 － バルブ及びこし
器

⑤2025年
3月下旬

に官報公
示（制定・
改正）さ
れる予定
のJIS F

制定 JIS F 3309 船舶及び海洋技術―救命及び防火
― 救命用の端艇及びいかだ並びに
救助艇用シー・アンカー

2023 2024 ISO 17339:2018 救命

改正 JIS F 0080 舟艇―舟艇の識別―番号付与シス
テム

2023 2024 ISO 10087:2022 舟艇

改正 JIS F 2805 船舶及び海洋技術－海上安全－膨
ちょう式救命器具のガス膨ちょうシス
テム

2023 2024 ISO 15738:2019 救命

改正 JIS F 3303 フラッシュバット溶接アンカーチェー
ン

2023 2024 － 甲板機械及び
ぎ装
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船舶部門日本産業規格案（JIS F）の作成状況

JIS F規格の制定

上記に加え、要望調査、既存JIS規格の定期見直し及び原案作成グループ審議等に基づく関係業界
ニーズに応じて、新規JIS案及び既存JIS規格の改正計画を適切に更新・実施する

制定状況 制定
／

改正

規格番号 名称 作業
開始

作業
完了

対応
国際規格

船技協内

原案作成ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ

⑥2025
年2月27
日開催の
標準部会
で承認さ
れたJIS原
案(2件)

新規 JIS F 2615-1 船舶及び海洋技術 － パイロットラ
ダー－第１部；設計及び仕様

2024 2024 ISO 799-1:2019 救命

改正 JIS F 1030 舟艇－パーソナルウォータークラフト
（PWC）－構造及びシステム搭載時
の要求事項

2024 2024 ISO 13590:2022 舟艇

船舶一般（用語・記号）

船体

機関

電気設備

舟艇

航海機器等

作業船

JIS F 381規格の内訳
(JSTRA作成分は375規格)

（※ 追補7件は除く）

参考：JIS F（船舶・海洋）の規格数

種類 規格数

船舶一般
（用語・記号）

70(70)

船体 106(111)
機関 76 (76)

電気設備 58 (59)
舟艇 50 (57)

航海機器等 16 (16)
作業船 5 (5)
合計 381 (394)

JIS Fの総数は、381規格あり、分類と規格数は次のとおり。

2025年3月現在
（カッコ内は2024年3月の制定規格数）
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4.2.2 2024年度活動における「船舶に関する国際標準への日本の取組方針」に基づく「対応体制

の強化」への取組み 

 
4.2.2.1 全般 

「船舶に関する国際標準への日本の取組方針」の二つの柱の残りの一つである「対応体制の強化」

のための以下の着実な活動を展開いたしました。 
  

参考：規格づくりの手順（JIS Fの場合）

①分科会・WG（原案作成グ
ループ）でJIS原案作成の準備民

間
企
業
様
か
ら
の
規
格
作
成
の
相
談

②標準部会（原案作成委員
会）で作業計画の承認

③分科会・WGでJIS原案作成
・完成

④意見受付公告等

⑤標準部会でJIS原案の承認

日本船舶技術研究協会
（原案作成団体）

国
土
交
通
大
臣
がJIS

原
案
を
日
本

産
業
標
準
調
査
会
（JISC

）
へ
付
議

⑥
JIS
原
案
を
国
土
交
通
大
臣
へ
申
し
出

日
本
産
業
標
準
調
査
会
第
一
標
準

部
会
で
の
調
査
審
議
・
国
土
交
通
大

臣
へ
答
申

国
土
交
通
大
臣
がJIS

規
格
の
制
定
・

官
報
公
示

調査研究の実施

※５年毎に規格の見直し

毎
年
当
協
会
に
よ
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
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認識共有の方法 内容

船技協ホームページ

・ ISO規格一覧表（TC 8（船舶及び海洋技術専門委員会）及び傘下SC（分科委員会）
にて審議中のもの）の掲載及び定期更新（四半期ごと）

https://www.jstra.jp/a02/a2b03/isoa3b2c04/
・ 国際会議の審議結果（報告書） https://www.jstra.jp/a02/a2b02/a3b2c04/2024/

E-mail ・上記一覧表に関する周知（船技協ホットメールの活用他）
・国際会議の審議結果報告（随時）

直接説明・意見交換・
アンケート調査

・ 関係業界との情報交換・意見交換の実施
・ 関係業界へのアンケートによる意見照会 (2024.06.18～2024.07.25で実施)

舶用品標準化推進協
議会／標準化ｾﾐﾅｰ

国の標準化への取組みや船舶及び海事にかかるISO/IEC/JISに関する網羅的な情報
を提供するため、2025年2月20日に第18回舶用品標準化推進協議会（標準化セミ
ナー）を開催し、80名募集のところ、約100名が参加した。

(1) 関係者におけるISO等に関する認識の共有

(2) 役割分担を明確化したうえでの取組の強化（ISOコーディネーター）

ISOコーディネーター

・海上技術安全研究所

・船技協

企業の専門家

ISOの横断的知見、国際交渉のノウハウ

製品に関する詳細な知見

チーム

件名 ISOｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 企業

シーアンカー
（2018年制定）

海上技術安全研
究所

藤倉航装

電子傾斜計
（2016年制定）
（2024年改訂着手）

海上技術安全研
究所

宇津木計器

船内通信電話機等
の装備指針
（2019年制定）

海上技術安全研
究所

日本舶用
エレクトロニクス

ISOコーディネーター制度の活用事例

2. 対応体制の整備

開催時期 名称 内容 開催地

2024年7月 第13回標準化研修（戦略

的標準化活用基礎講座）
実務の場で戦略的に標準化を用いるための基礎知識を学ぶこ
とを目的として、企業・事業戦略・製品戦略のために標準化を
ツールの一つとしてとらえて活用し、事業を成功に導くためのポ
イントに関する講義が行われた。（参加者：約20名）。

船技協

(4) 議長、幹事等のポストの確保 （2025年3月現在（括弧内は2012年））

日本 韓国 中国 欧州 米国

議長 3(2) 2(2) 4(1) 1(3) 2(2)

幹事 1(1) 2(1) 5(2) 2(3) 4(3)

(3) ISO等に関する人材の確保・育成

(5) 日本主催の国際会議の積極的開催

(6) 国際連携に関する枠組みの
構築及び活用

2012年9月、日中韓によるISOに関
する協力覚書締結

年1回開催のスタッフ会議で、
情報交換・意見交換
2018年8月東京
2019年8月釜山（韓国）
2020年8月（WEB開催）
2021年8月（WEB開催）
2022年8月（韓国+WEB開催）
2023年8月（韓国）
2024年9月（香港）

国際委員会 議長又は幹事

ISO/TC 8/SC 1（海上安全）議長 宮崎恵子様（海上技術安全研究所）

ISO/TC8/SC2(海洋環境保護)議長 高橋千織（船技協）

ISO/TC8/SC6(航海及び操船)議長 宮本佳則教授（東京海洋大学）

同 幹事 長谷川幸生（船技協）

開催時期 会議名 開催場所

2024年4月-5月 海上安全分科委員会（TC 8/SC 1）、防火作業委
員会(SC 1/WG 3)

フォートロー
ダーデール

2024年6月 速力試運転データ解析作業委員会(TC 8/SC 
6/WG 17)

WEB

2024年6月 海洋環境保護分科委員会（TC 8/SC 2）、船底防
汚システム作業委員会（SC 2/WG 5）、エネル
ギー効率データ収集作業委員会（SC 2/WG 11）

東京

2024年9月 航海及び操船分科委員会（TC 8/SC 6）、インジ
ケーター作業委員会（SC 6/WG 9）

WEB

2024年11月 防火作業委員会(TC 8/SC 1/WG 3) WEB

2025年3月 ジャイロコンパス作業委員会（TC 8/SC 6/WG 1） WEB
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第 18 回舶用品標準化推進協議会／標準化セミナーの開催について（報告） 

 

当協会は、日本財団のご支援のもと、ISO、IEC 等の国際規格及び JIS F 規格の策定等、船舶関係産

業標準化活動の推進に積極的に取り組んでいる。 

この取り組みの一環として、国内海事クラスター各位における船舶関係国際・国内規格等に関する

認識の共有および今後の標準化への取組みの参考に資するため、標準化セミナーを毎年開催してい

る。 

今年度は、国の海事産業や産業標準化に関する施策の動向、アンモニア等の新燃料の導入に向けた

国内企業の取り組み、関連規則の策定状況、ISO における最新動向についての講演を主題としたセ

ミナー開催したので、概要を以下のとおり報告する。 

 

1. 日時及び場所 

日 時：   2025 年 2 月 20 日（木）13 時 30 分～16 時 50 分 

場 所：   HOTEL NEW OSAKA 淀の間 

参加者：  約 100 名（募集 80 名） 

 

2. 内容 

開会挨拶 田淵常務理事並びに岡舶用品協議会長より、開会の挨拶を行なった。 

【標準化研修】
第13回船技協標準化研修（戦略的標準化活用基礎講座）

（2024年7月18日に開催。参加者：20名）

【概要】

実務の場で戦略的に標準化を用いるための基礎知識を学ぶことを目的と

して開催。（一財）日本規格協会から講師を招き、企業・事業戦略・製品戦

略のために標準化をツールの一つとしてとらえて活用し、事業を成功に導

くためのポイントに関して講義が行われた。

人材育成・成果普及（ISO等に関する認識の共有）の取組

【標準化セミナー】
第18回舶用品標準化推進協議会（標準化セミナー）

（2025年2月20日に開催。参加者：約100名）

【概要】

関係者におけるISO等に関する認識の共有を目的に以下テーマの講演を行った。

第一部：海事産業及び産業標準化に関する国の取り組み

第二部：脱炭素社会の実現に向けたアンモニア等の新燃料の導入に関する

国内企業の取り組み並びに関連規則及び規格策定の最新動向

● 2024年7月の研修は、戦略的標準化活用基礎講座を開催
● 標準化セミナーは2025年2月に大阪で対面開催
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田淵常務理事 

 
岡協議会長 

 

第一部：海事産業及び産業標準化に関する国の取組み 

講演 1-1.「船舶産業を取り巻く動向と関連施策」 

国土交通省 海事局 船舶産業課 舟艇・船舶産業高度化基盤整備室長  中村 幹 様 

 
中村講師 

講演の概要： 

国土交通省海事局が取り纏めた、舶用工業・造船業の現況に係る統計の他、同局が推進するデジタ

ル化やゼロエミッション船の普及に向けた取り組み、経済安全保障推進法に基づく取り組み等につ
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いて、講演が行われた。 

 

講演 1-2.「なぜ、経営戦略上「標準化」が重要なのか～ルール形成による市場創出に向けて～」 

経済産業省 産業技術環境局 国際標準課 産業標準専門職   中島 亮平 様 

 
中島講師 

講演の概要： 

国際標準化を活用したグローバル市場における市場創出戦略の変化、企業経営戦略上における国際

標準化の重要性、日本型標準加速化モデルの実現に向けた取り組み等について、講演が行われた。 

 

第二部：脱炭素社会の実現に向けたアンモニア等の新燃料の導入に関する国内企業の取り組み並び

に関連規則及び規格策定の最新動向 

 

講演 2-1.「アンモニア等の代替燃料を用いた脱炭素化への取り組み」 

日本郵船株式会社 工務グループ  

グリーン技術チーム／アンモニア技術チーム チーム長   加藤 淳 様 

 

加藤講師 
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講演の概要： 

日本郵船が推進する脱炭素戦略、次世代船舶の開発、GHG 排出規制や代替燃料の社会実装要件等、

今後の注目点と課題について、講演が行われた。 

 

講演 2-2.「代替燃料船の動向と日本海事協会の取り組みについて」 

一般財団法人日本海事協会 技術本部 技術部 主管 

一般財団法人日本船舶技術研究協会  

海事における温室効果ガス削減分科会／船用代替燃料 WG 主査    松本 知哉 様 

 

 

松本講師 

講演の概要： 

代替燃料（LNG、LPG、メタノール、アンモニア、水素）を用いた船舶の割合・船種、各燃料に

関連する各種ガイドライン等の策定状況、日本海事協会が推進する実建造プロジェクト及び設計

基本承認（AiP）の対応状況について、講演が行われた。 

 

講演 2-3.「代替燃料に関する IMO 関連規則の審議状況並びに ISO における産業標準化の動向に

ついて」 

一般財団法人日本船舶技術研究協会 審議役 

海事における温室効果ガス削減分科会 分科会長 

ISO/TC 8/SC 2（海洋環境保護分科委員会）議長 

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所  

海上技術安全研究所 GHG 削減プロジェクトチームリーダー     髙橋 千織  
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髙橋講師 

講演の概要： 

国際海事機関（IMO）における代替燃料関係のルール策定状況と、それに基づき、髙橋氏が議長を

務める ISO/TC 8/SC 2 をはじめとした委員会における、国際規格の審議状況について、講演が行わ

れた。 

 

 

講演の様子 

 

参加者の声： 

アンケートに回答した参加者からは、概ね、「非常に充実していた」、「充実していた」という評

価が多く、以下のような感想・要望が述べられました。 

 

＜今後の ISO/IEC/JIS に於ける規格策定に関するご意見、ご要望、ご提案＞ 

 今後中国が策定する基準と JIS との差が無いような施策としてほしい。 

 やはり日本主導のルールを作りたいと思う。理由として、自分勝手なルールメーカーに振り回

されたくない。 

 現在、アンモニア燃料船関連でどのような規格策定を検討しているのか経緯を含め知りたい。 
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＜今後、報告会やセミナーで取り上げてほしいテーマ＞ 

 造船業界におけるマーケット見通し。 

 今回のように新燃料・新技術に関するテーマを引き続き取り上げて頂きたい。 

 舶用部品サプライヤーだが、代替燃料等大きな変化があるので、引き続き情報提供をお願い致

したい。 

 新燃料系の動向。 

 やはり、今後の環境規制に対する施策と実際の実態が気になる。新燃料と言ってもまだまだ高

価なもの。それを承知で採用するとなったら、だれが負担するのか。 

 アンモニア燃料船に関連したテーマを上げて欲しいです。 

 引き続き、代替燃料(アンモニア、水素)の動向をテーマとして取り上げていただきたい。 

 新燃料に関する更なる情報。 

 GHG 関連の情報。 

 従来の油炊き船設計では新燃料には対応不可の為、廃止・変更・追加となった設計特集。 

 CO2 回収についてもお聞かせ頂ければ幸い。 

 

4.2.2.2 国際会議への日本代表者の派遣 

「船舶に関する国際標準への日本の取組方針」に基づき、ISO/IEC 国際規格等への我が国意見を

反映させるため、2024 年度は 47 件の国際会議（日本が議長／コンビーナを務める 10 件及び他国が

議長／コンビーナを務める 37 件）に、当協会から延べ 90 名、関連事業者から延べ 82 名の日本代

表者を派遣しました。 

これらの出席報告書に関しましては、https://www.jstra.jp/member/a05/iso_1/2024/（会員限定。閲覧

にはパスワードが必要です）から閲覧することができます。 

国際会議への日本代表者の派遣 

国際会議名 開催期間 開催地 
当協会からの派遣者

総数 
（うち、当協会職員数） 

1 
ISO/TC 8/SC 3/WG 19（代替燃料用
機械システムおよび部品作業委員
会）会合 

2024 年 4 月 2 日 WEB 2 名 
（2 名） 

2 ISO/TC 8/SC 1（海上安全分科委員
会）会合 

2024 年 4 月 30
日、5 月 3 日 

フォートロー
ダーデール

+WEB 
議長国:日本 

6 名 
（1 名） 

3 ISO/TC 8/SC 1/WG 1（救命作業委
員会）会合 

2024 年 4 月 30 日
～5 月 2 日 

フォートロー
ダーデール 

3 名 
（0 名） 

4 ISO/TC 8/SC 1/WG 2（その他の安
全器具作業委員会）会合 

2024 年 4 月 30 日
～5 月 3 日 

フォートロー
ダーデール

+WEB 

1 名 
（0 名） 

5 ISO/TC 8/SC 1/WG 3（防火作業委
員会）会合 

2024 年 4 月 30 日
～5 月 2 日 

フォートロー
ダーデール

+WEB 
議長国:日本 

2 名 
（1 名） 
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国際会議名 開催期間 開催地 
当協会からの派遣者

総数 
（うち、当協会職員数） 

6 IEC/IEEE/ISO/TC 18/JWG 28（陸上
受電設備作業委員会）会合 

2024 年 5 月 27 日
～31 日 

モントリオー
ル 

6 名 
（1 名） 

7 ISO/TC 8/SC 8/WG 32（海事セクタ
ー用代替燃料作業委員会）会合 2024 年 5 月 28 日 WEB 1 名 

（1 名） 

8 ISO/TC 8/SC 3（配管及び機械分科
委員会）会合 

2024 年 6 月 4 日、
6 日 上海+WEB 2 名 

（2 名） 

9 ISO/TC 8/SC 3/WG 17（遠隔閉鎖シ
ステム作業委員会）会合  2024 年 6 月 4 日 上海+WEB 2 名 

（2 名） 

10 
ISO/TC 8/SC 3/WG 19（代替燃料用
機械システムおよび部品作業委員
会）会合 

2024 年 6 月 5 日 上海+WEB 3 名 
（2 名） 

11 ISO/TC 8/SC 8/WG 14（推進システ
ム作業委員会）会合 2024 年 6 月 6 日 上海+WEB 7 名 

（3 名） 

12 ISO/TC 188（スモールクラフト専
門委員会）会合 2024 年 6 月 14 日 サウサンプト

ン+WEB 
2 名 

（2 名） 

13 ISO/TC 8 CSAG（TC 8 議長戦略諮
問グループ）会合 

2024 年 6 月 19 日
～21 日 バンコク 4 名 

（2 名） 

14 ISO/TC 8 事務局会合 2024 年 6 月 19 日 バンコク 1 名 
（1 名） 

15 ISO/TC 8/SC 2/WG 3（環境への対
応作業委員会）会合 2024 年 6 月 24 日 東京+WEB 5 名 

（4 名） 

16 ISO/TC 8/SC 2/WG 4（船上廃棄物
管理作業委員会）会合 

2024 年 6 月 24
日、26 日 東京+WEB 4 名 

（3 名） 

17 ISO/TC 8/SC 6/WG 17（速力試運転
データ解析）会合 2024 年 6 月 25 日 WEB 

議長国:日本 

9 名 
（1 名） 

18 ISO/TC 8/SC 2/WG 14（船舶環境デ
ータ管理作業委員会）会合 2024 年 6 月 25 日 東京+WEB 3 名 

（3 名） 

19 ISO/TC 8/SC 2/WG 5（船底防汚シ
ステム作業委員会）会合 2024 年 6 月 26 日 東京+WEB 

議長国:日本 
6 名 

（2 名） 

20 
ISO/TC 8/SC 2/WG 11（船舶エネル
ギー効率データ収集作業委員会）
会合 

2024 年 6 月 26 日 東京+WEB 
議長国:日本 

4 名 
（2 名） 

21 ISO/TC 8/SC 2（海洋環境保護分科
委員会）会合 2024 年 6 月 26 日 東京+WEB 

議長国:日本 
17 名 

（7 名） 

22 ISO/TC 8/SC 6（航海及び操船分科
委員会）会合 2024 年 9 月 2 日 WEB 

議長国:日本 
6 名 

（3 名） 

23 ISO/TC 8/SC 6/WG 9（インジケー
ター作業委員会）会合 2024 年 9 月 3 日 WEB 

議長国:日本 
5 名 

（2 名） 

24 ISO/TC 8/SC 4/WG 2（甲板機械作
業委員会）会合 2024 年 9 月 11 日 香港+WEB 2 名 

（2 名） 

25 ISO/TC 8/SC 4/WG 3（ぎ装品作業
委員会）会合 2024 年 9 月 11 日 香港+WEB 1 名 

（1 名） 

26 ISO/TC 8/SC 4/WG 6（船上揚貨設
備作業委員会）会合 2024 年 9 月 11 日 香港+WEB 2 名 

（2 名） 

27 
ISO/TC 8/SC 4/WG 11（極低温用高
マンガン鋼を用いた船内部品作業
委員会）会合 

2024 年 9 月 11 日 香港+WEB 2 名 
（2 名） 

28 ISO/TC 8/SC 4/WG 12（足場作業委
員会）会合 2024 年 9 月 11 日 香港+WEB 1 名 

（1 名） 
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国際会議名 開催期間 開催地 
当協会からの派遣者

総数 
（うち、当協会職員数） 

29 ISO/TC 8/SC 4（甲板機械及びぎ装
分科委員会）会合 2024 年 9 月 12 日 香港+WEB 3 名 

（3 名） 

30 ISO/TC 8 総会準備会合 2024 年 9 月 23 日 パナマ 3 名 
（2 名） 

31 ISO/TC 8/SC 13（海洋技術分科委員
会）会合 2024 年 9 月 23 日 パナマ 2 名 

（1 名） 

32 ISO/TC 8/SC 25（海事における温室
効果ガス削減分科委員会）会合 2024 年 9 月 23 日 パナマ 3 名 

（3 名） 

33 ISO/TC 8（船舶及び海洋技術専門
委員会）会合 

2024 年 9 月 24
日、25 日、27 日 パナマ 6 名 

（4 名） 

34 

ISO/TC 8/WG 15（海洋ネガティブ
カーボン排出とカーボンニュート
ラル作業委員会（ONCE-CN））会
合 

2024 年 9 月 26 日 パナマ 3 名 
（2 名） 

35 
ISO/TC 8/SC 11（インターモーダル
及び短距離海上輸送分科委員会）
会合 

2024 年 9 月 26 日 パナマ 2 名 
（2 名） 

36 ISO/TC 8 CSAG（TC 8 議長戦略諮
問グループ）会合 2024 年 9 月 27 日 パナマ 3 名 

（2 名） 

37 IEC/IEEE/ISO/TC 18/JWG 28（陸上
受電設備作業委員会）会合 

2024 年 10 月 21 日
～25 日 アテネ 3 名 

（1 名） 

38 ISO/TC 8/SC 8（船舶設計分科委員
会）会合 2024 年 10 月 25 日 釜山+WEB 1 名 

（1 名） 

39 ISO/TC 8/SC 25/WG 1（船用代替燃
料作業委員会）会合 2024 年 11 月 12 日 WEB 3 名 

（2 名） 

40 
ISO/TC 8/SC 3/WG 19（代替燃料用
機械システム及び部品作業委員
会）会合 

2024 年 11 月 14 日 WEB 9 名 
（2 名） 

41 ISO/TC 8/SC 1/WG 3（防火作業委
員会）会合 2024 年 11 月 21 日

WEB 
議長国:日本 

2 名 
（1 名） 

42 ISO/TC 8/SC 25/WG 1（船用代替燃
料作業委員会）会合 2024 年 11 月 21 日 WEB 3 名 

（2 名） 

43 
IEC/TC 18/SC 18A（船舶並びに移
動及び固定式海洋構造物の電気ケ
ーブル分科委員会）会合 

2024 年 11 月 26 日
ロンドン

+WEB 

2 名 
（1 名） 

44 
IEC/TC 18（船舶並びに移動及び固
定式海洋構造物の電気設備専門委
員会）会合 

2024 年 11 月 27 日
～28 日 

ロンドン
+WEB 

2 名 
（1 名） 

45 
ISO/TC 8/SC 26/CSAG（スマートシ
ッピング分科委員会／議長戦略諮
問グループ）会合 

2024 年 12 月 16 日 WEB 2 名 
（1 名） 

46 
ISO/TC 8/SC 3/WG 19（代替燃料用
機械システム及び部品作業委員
会） 

2025 年 1 月 15 日 東京 2 名 
（1 名） 

47 ISO/TC 8/SC 6/WG 1（ジャイロコ
ンパス作業委員会）会合 2025 年 3 月 12 日 WEB 

議長国:日本 
9 名 

（3 名） 
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4.3 その他－ISO/TC 8（船舶及び海洋技術専門委員会） 

TC 8 の加盟国は次の図のとおり、日本を含む P メンバー国（投票権有）が 31 カ国及び O メンバ

ー国（投票権無）が 26 カ国加盟しています。 

TC 8 の加盟国に関する情報は次の URL から閲覧が可能です。 

https://www.iso.org/committee/45776.html?view=participation 

 

 
 
  

TC 8 加盟国（2025 年 3 月現在） 
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また、TC 8 内の SC（分科委員会）及び WG（作業委員会）組織図は次のとおりとなっています。 

議長 中国 Mr. Yanqing Li (2016 - 2026)

事務局 中国 (2007 - ) 

タイトル 議⻑ 事務局

SC 1 海上安全 日本
（宮崎恵⼦氏） 米国

SC 2 海洋環境保護 日本
（髙橋千織氏） 米国

SC 3 配管及び機械 韓国 米国
SC 4 甲板機械及びぎ装 中国 中国

SC 6 航海及び操船 日本
（宮本佳則氏）

日本
（⻑⾕川幸⽣氏）

SC 7 内陸航⾏船 ドイツ ドイツ
SC 8 船舶設計 韓国 韓国
SC 11 短距離海上輸送 ノルウェー 韓国
SC 12 ラージヨット イタリア イタリア
SC 13 海洋技術 中国 中国

SC 25 海事における温室効果ガ
ス削減 米国 米国

SC 26 スマートシッピング 中国 中国
SC 27 港湾及びターミナル 未定 中国

【参考】 ISO/TC 8及び傘下SCsの議⻑、事務局

TC： 専門委員会
SC: 分科委員会
WG: 作業委員会
Ch: 議長
CM： コミッティマネージャ
Cv: コンビーナ
PL: プロジェクトリーダ
E: 専門家

現在、規格開発中のWG数（TC8及び各SCの傘下）： 60
日本がコンビーナを務めるWG数（赤字）： 11

【TC 8（船舶及び海洋技術）：7】
WG 3（特殊海洋構造物及び支援船）
WG 4（海上安全）
WG 6（ISO 30000シリーズ）
WG 11（浚渫船）
WG 12（水棲有害生物）
WG 14（海事教育及び訓練）
WG 15（ONCE）

【TC 8/SC 1（海上安全）：3】
WG 1（救命）
WG 2（その他の安全器具）
WG 3（防火）

【TC 8/SC 2（海洋環境保護）：8】
WG 3（環境への対応）
WG 4（船上廃棄物管理）
WG 5（船底防汚システム）
WG 10（排ガス洗浄装置）
WG 11（エネルギー効率データ収集）
WG 12（海洋液化水素移送装置）
WG 13（船舶汚損の水中洗浄）
WG 14（船舶環境データ品質管理）

【TC 8/SC 3（配管及び機械）：5】
WG 7（加熱、換気及び空調）
WG 10（陸電装置）
WG 17（遠隔閉鎖システム）
WG 18（石油・水タンクの排水設備）
WG 19（代替燃料に関する

機械システムと部品）

【TC 8/SC 4（甲板機械及びぎ装）：8】
WG 2（甲板機械）
WG 3（ぎ装品）
WG 4（係留金物）
WG 6（船上揚貨装置）
WG 7（コンテナ固縛装置）
WG 11（低温環境下における高マンガン鋼の海洋
部品）
WG 12（足場）
WG 13（船陸間インターフェイス）
【TC 8/SC 6（航海及び操船）：6】
WG 1（ジャイロコンパス）
WG 5（高速船用夜間暗視装置）
WG 9（指示計）
WG 16（船内情報系ネットワークシステム）
WG 17（速力試運転データ解析）
WG 19（空気潤滑装置の海上試運転）
【TC 8/SC 7（内陸航行船：2）】
WG 1（内陸航路の安全及び持続性マネジメント）
WG 2（小型浮上作業機械）
【TC 8/SC 8（船舶設計）:7】
WG 14（プロペラ）
WG 17（LNGタンク）
WG 22（キャビンシステム）
WG 32（海事セクターのための代替燃料）
WG 33（小型推進システム）
WG 34（塗料）
WG 35（氷模型試験）

【TC 8/SC 11（インタモーダル及び短距離
海上輸送）: 2】
WG 2（海上運用データモデル）
WG 3（ソフトウェアベースPMS）
【TC 8/SC 12（ラージヨット）： 3】

WG 2（安全及び船体完全性）
WG 5（品質評価及び承認基準）
WG 6（環境及び持続性）

【TC 8/SC 13（海洋技術）: 6】
WG 1（潜水艇）
WG 2（海洋水文気象観測装置及び試験
技術）
WG 3（海水淡水化）
WG 4（海洋環境影響評価）
WG 5（沿岸ブルーカーボン）
WG 6（海底探査）
【TC 8/SC 25（海事における温室効果ガ
ス削減）： 3】
WG 1（舶用代替燃料）
WG 2（新技術）
WG 3（海洋GHG評価と文書化）
【TC 8/SC 26（スマートシッピング）： 0】
【TC 8/SC 27（港湾及びターミナル）： 0】

※ 2025年3月現在

【参考】 ISO/TC 8及び傘下SCsのWG議⻑数
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ISO規格の提案国別の審議中の規格数推移
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【参考】日本・中国・韓国からの積極的な提案（1/2）

●中国提案の割合が全体の3割強を占める。
●2020年に係留金物関係15規格の作成作業が一段落し、韓国提案が激減したが、新
燃料（水素、アンモニア、メタノール）に関連した新提案が増加。

2025年3月現在提案国別の審議中の規格数（TC 8）

委員会 担当分野 日
本

韓
国

中
国

イ
タ
リ
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ツ
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ェ
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そ
の
他

合
計

TC 8 船舶及び海洋技術 2 3 5
SC 1 海上安全 1 2 2 5
SC 2 海洋環境保護 4 3 1 1 1 10
SC 3 配管及び機械 5 2 2 1 10
SC 4 甲板機械及びぎ装 7 7 14
SC 6 航海及び操船 6 1 1 8
SC 7 内陸航行船 1 1 2
SC 8 船舶設計 4 4 1 9
SC 11 短距離海上輸送 2 1 3
SC 12 ラージヨット 1 1
SC 13 海洋技術 4 1 1 1 7

SC 25 海事に関するGHG  
削減

2 2 4

SC  26 スマートシッピング 1 1
SC  27 港湾及びターミナル 0
合計 12 22 25 1 1 4 1 2 4 1 0 0 4 0 0 0 2 79

【参考】日本・中国・韓国からの積極的な提案（2/2）
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5. 2025 年度船舶関係産業標準化事業に関する活動計画案 

2025 年 2 月 27 日開催の 2024 年度第 3 回標準部会（第 43 回）で承認された、船舶関係産業標準

化事業に関する 2025 年度の活動計画は以下のとおりです。 

また、2025 年度に計画をしております、調査研究の概要を P.50～53 に記します。 

 

 

一般財団法人 日本船舶技術研究協会 

2025 年度事業計画 

（船舶関係産業標準化事業関係－抜粋－） 

 

我が国海事産業は、地球規模の環境・エネルギー問題をはじめとする多くの課題に直面しており、

我が国の技術力を生かした戦略的対応が必要となっている。 

このため当協会は、以下のとおり、船舶に関する基準・規格への対応や船舶技術の研究開発並び

に各種支援業務等を総合的・戦略的に進めるものとする。 

なお、事業の推進に当たり、船舶産業や海運等の「産」、大学や研究機関等の「学」、及び検査

機関を含む行政機関等の「官」の相互連携を図るものとする。具体的には、船舶技術戦略委員会等

の産学官のプラットフォームの場を活用し、国際機関等における基準・規格の審議状況等を適時適

切に情報展開するとともに、我が国海事産業の有する課題や対応の方向性等について議論を行い、

産学官が連携した戦略的対応につなげていくこととする。 

 

１．船舶に関する基準・規格への対応 

船舶に関する国際基準・規格は相互密接に関連することから、これらを一体的に捉えた調査研究

等を実施し、その成果を踏まえて国際機関への能動的な対応を図る。 

 

(1)（略） 

 

(2) ISO/IEC への戦略的対応 

「船舶に関する国際標準への日本の取組方針」及び海事産業を取り巻く最新の状況を踏まえ、

戦略的な規格提案の実施及び対応体制の強化を図っていく。  

  特に、情報の共有や意見交換の効果的な実施等を通じて、関係業界と連携強化を図ると

ともに、海洋環境分野、海洋開発分野、IT・ビッグデータ関係及びその他の我が国海事産業

の国際競争力確保に関係する分野を重要分野と位置付け、積極的に国際規格の原案を作成し

提案する。 

  とりわけ、海洋環境分野で我が国から新規提案中の ISO 21716-4（防汚塗料の生物検定ス

クリーニング手法－第 4 部：藻類）の作成を推進する他、その他の分野で我が国から改訂提

案中の ISO 22090 シリーズ（真船首方位信号伝達装置（GPS コンパス））等の作成を推進す

る。その他、我が国の自動運航船の技術開発の特徴である、自動運航システムを実現するた

めに必要な要素技術を持つ複数企業が連携し、複雑な自動運航システムを構築していること

を鑑み、一連の技術開発プロセスや実証のフレームワークを標準化・規格化し、国際化を目
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指す等、国際規格の制定及び改訂に係る作業を引き続き我が国主導で行う。 

  また、船体水中洗浄分野（ノルウェー、米国提案）、ゼロエミッション（陸電装置&新燃

料等）分野（中国、韓国、ノルウェー、米国提案）及びスマートシッピング分野（中国、韓

国提案）等の他国の提案による重要な国際規格に対しても、関係業界等と連携し、迅速且つ

的確な対応を図る。 

 

 上記の対応に資するため、次の調査研究を実施する。 

 アンモニア燃料船の設計・建造に資する規格開発に関する調査研究（新規） 

 自動運航システムの技術開発と実証のフレームワークに関する調査研究（新規） 

  

(3) 国内規格（日本産業規格（JIS））への対応 

JIS F に対する事業者ニーズを把握し、必要性の認められた事項について、新規 JIS F 原案

又は既存 JIS F の改正案を作成する。 

 

上記の対応に資するため、次の調査研究を実施する。 

 JIS F 8103:2021（舟艇―電気機器―リチウム二次電池を用いた蓄電池設備）の改訂に関

する調査研究（継続） 

 代替設計に関する承認スキームの標準化に関する調査研究（新規） 

 JIS F 2025 ケーブルクレンチ 小型 A 形取入れに関する調査研究（新規） 

 

また、国内外の関係者に使用されている JIS F 規格集 (和文・英文)を刊行し、JIS の普及を図る。 

 

 

2．～ 7．（略） 
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プロジェクトの年度⽐較

2024年度 2025年度

◆国際規格（ISO）等への対応 ◆国際規格（ISO）等への対応

○電子傾斜計の国際規格の⾒直しに伴う調査研究
○IEC 80005-4（直流陸上受電装置）に関する調査研究
○特定⼩電⼒無線位置情報通報機器に関する基礎調査
○JIS F 0808:2009（船⽤電気器具環境試験通則）および

JIS F 8006 :1979（船⽤電気器具の振動検査通則）の
⾒直しに関する調査研究

○JIS F 8103:2021（舟艇―電気機器―リチウム二次電池を → ○JIS F 8103:2021（舟艇―電気機器―リチウム二次電池を
⽤いた蓄電池設備）の改訂に関する調査研究 ⽤いた蓄電池設備）の改訂に関する調査研究

○代替設計に関する承認スキームの標準化に関する調査研究
○JIS F 2025 ケーブルクレンチ ⼩型A形取⼊れに関する調査研究

○アンモニア燃料船の設計・建造に資する規格開発に関する調査研究

○自動運航システムの技術開発と実証のフレームワークに関する
調査研究

調 査 名 実施期間（予定）

JIS関係

（５）JIS F 8103:2021（舟艇―電気機器―リチウム二次電池を用いた蓄電
池設備）の改訂に関する調査研究（継続）

２４・２５

（６）代替設計に関する承認スキームの標準化に関する調査研究（新規） ２５

（７）JIS F 2025 ケーブルクレンチ 小型A形取入れに関する調査研究（新
規）

２５

ISO関係

（８）アンモニア燃料船の設計・建造に資する規格開発に関する調査研究
（新規）

２５

（９）自動運航システムの技術開発と実証のフレームワークに関する調査
研究（新規）

２５・２６

●業界アンケート（毎年）、分科会等での要望を踏まえ調査項目を選定。
●規格原案作成に必要な調査・解析等を実施し、分科会等で審議。
●2025年度は、5件の調査研究の実施を計画。

ISO・JIS規格策定に向けた調査研究（2025年度計画案）
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(5) JIS F 8103:2021（舟艇―電気機器―リチウム二次電池
を用いた蓄電池設備）の改正に関する調査研究

背景・課題
• JIS F 8103は、総トン数20t未満の船舶、又はその

他総トン数20t以上であって、スポーツ若しくはレクリ
エーションの⽤だけに供する船体の⻑さが24m未満の
船舶に装備する、リチウム二次電池の単電池及び電
池システム並びにそれらに接続する充放電システムの
安全性要求事項について取り纏めている。

• また、JIS F 8103は、JIS C 8715（汎⽤リチウム
二次電池の単電池及び電気システム）（対応国際
規格IEC 62620、IEC 62133）に基づいている。

• 日本⼩型船舶検査機構では、「高電圧(250ボルト
を超える電圧)の電気機器を施設した⼩型船舶の安
全基準に係る調査研究」委員会を設け、⼩型船舶の
安全基準案を取り纏めており、この中で、JIS F 
8103が参照されている。

• 一方、昨今のゼロエミッションに関する動向を踏まえ、
ISO 23625（舟艇⽤リチウムイオン電池）および
ISO 8665-2（舟艇－出⼒測定及び宣言－第2
部︓電気推進）の新規規格化等が着手されている
ことも考慮し、⼩型船舶の安全基準に引⽤されている
JIS F 8103の妥当性を精査し、改正を検討する必
要がある。

2024年度事業進捗
以下を実施
• ⼩型船舶の安全基準としてJIS F 8103を⽤いる

ことへの問題点の把握及び是正案の提案として、
日本⼩型船舶検査機構のコメントを踏まえて、問
題点への是正案を取りまとめた（市販のリチウム二
次電池の充放電試験及びBMU動作試験も実
施）

• JIS F 8103と関連する国際規格、JIS及び国内
法規の洗い出し・内容の相違点の整理として、関
連するJIS並びにISO規格の最新版との比較を⾏
い、JIS F 8103へ反映を要する要件の有無を確
認・検討した

• 船技協が過年度に実施した、JIS F規格⾒直し調
査で提出された意⾒の取扱いの検討を⾏い、回答
案を取りまとめた

2025年度事業計画（案）
• 製造業者およびユーザーの意⾒を聴取する等、

2024年度に洗い出した課題および問題点を踏ま
えたJIS F改正原案の作成を⾏い、実装面、安全
面、検査の面などから利⽤しやすい内容とする。

(6) 代替設計に関する承認スキームの標準化に関する調
査研究

背景・課題
 近年，代替燃料や新技術を船舶に適⽤する事例

が増えている。このような新しい設計は，既存の法
令や条約には明確に規定されておらず，主管庁によ
る代替設計・同等設計としての承認を得ることが要
求される（代替設計スキーム）。

 承認のために、IMOからガイドライン（MSC.1/ 
Circular1455）等が発⾏されている。しかし、船舶
設計の実務上、これらのガイドラインだけでは対応が
取れない場合もあり、新技術導⼊の障害になること
がある。

 ガイドラインの利⽤上の留意点やこれまでの事例をま
とめたマニュアル的な指針をJISとして作成することに
より、我が国の造船所がこれらガイドラインに沿って代
替設計スキームを使った新設計を適⽤することを支
援する。

2025年度事業計画（案）
① 基本文書として、IMOからガイドライン（MSC.1/ 

Circular1455）の和訳を作成する。
② これまでに代替設計スキームを利⽤して承認を得

た事例を調査する。
③ 海事局、NKにヒアリングして、本ガイドラインに

従って設計承認を得るうえで、解釈の難しい点や
対応に問題が多くみられる点を洗い出す。

④ 代替設計スキームを利⽤するうえで留意すべき点
をまとめてJISの原案を作成する。
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(7) JIS F 2025 ケーブルクレンチ 小型A形取入れに関す
る調査研究

太田さん

背景・課題

• アンカーチェーンをチェーンロッカ内に根止めするために
⽤いる⾦物であるケーブルクレンチの材料や寸法を取
り纏めたJIS F 2025（ケーブルクレンチ）には、呼
び52以下の、⼩型サイズのA形の記載はない。

• 一方で、国内の造船所では、船のサイズによってJIS 
F 2025で定めていない⼩型のA形ケーブルクレンチ
を採⽤することがある。また、（一社）日本中⼩型
造船工業会の会員造船所すべてで、呼び52 以下
の⼩型A形ケーブルクレンチの採⽤実績があり、これ
らのJIS F 2025への追加希望が出ている。

• しかし、現⾏規格に存在しない新たな寸法を考案す
ることになるため、追加する寸法を決定するにあたり、
解析による強度面の検証、解析結果を踏まえつつ、
合理的な寸法調整を⾏ったうえで、要望の出されて
いる⼩型のA形ケーブルクレンチをJIS F 2025へ追
加をするための改正を⾏う必要がある。

2025年度事業計画（案）

・ピン等の強度計算およびクレンチの各寸法
の検討
・解析実施と報告書の作成
・新規提案寸法の3次元CADモデル化と干
渉等チェックおよび図面化
・規格改正原案の作成

ケーブルクレンチ
（アンカーチェーンをチェーン
ロッカ内に根止めするために
用いる）

(8) アンモニア燃料船の設計・建造に資する規格開発に関
する調査研究

背景・課題
 海運からのGHG排出削減のために、炭素を含まな

いアンモニアを燃料とする船舶の開発が進められてい
る。

 この動きに対して、 IMOにおいてアンモニア燃料船暫
定ガイドラインの改訂版が採択され、船級からもアン
モニア燃料船のガイドラインが発⾏されている。これら
のルールは性能要件で記述されているものが多く、船
舶建造においては、より詳細で具体的な技術の規
格化が必要と考えられる。

 ISO TC8では、韓国からアンモニア燃料船に関して、
「⽤語」（23397）と「機関室」（24941）の２
件の規格が提案され、現在審議中である。これらは、
上記ガイドラインと乖離した内容が多く、実⽤的では
ない。

 わが国としては、アンモニア燃料船の市場で優位に⽴
つための一つの方策として、アンモニア燃料船の機
器・設備類のISO規格開発を日本主導で進めるこ
とを目的に、新規課題（NP）提案に必要な課題
の抽出と規格原案の作成を⾏う。

2025年度事業計画（案）
本調査では、IMO暫定ガイドライン及び船級ガイドラ
インを補強するために、産業界の意向を踏まえて抽出
した課題について、ISO原案の提案骨子を作成する。
① 産業界の意向を踏まえて抽出された課題の評価、

検討を⾏い、当面ISO提案すべき課題を選定す
る。

② 選定された課題について、ISO規格案（WD）
を作成する。

③ 早期の規格制定を目指して、NP提案に必要な
準備を⾏う。
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6. JIS F の普及 

当協会では、皆様に JIS F 規格を有効に用いて頂くために、分野毎に分類し、収録した和文及び

英文規格集 CD を刊行しています。 

 

JIS F 和文規格集 CD の構成 

  船体及び舟艇 編（規格本体及び規格解説）： 2025 年版 

  機関 編（規格本体及び規格解説）： 2025 年版 

  電気 編（規格本体及び規格解説）： 2024 年版 

 

JIS F 英文規格集 CD の構成 

  HULL FITTINGS（規格本体及び規格解説）：2023 年版 

  ENGINE＆VALVES（規格本体及び規格解説）：2024 年版 

  ELECTRIC APPLIANCES＆NAVIGATION 

   INSTRUMENTS（規格本体及び規格解説）：2025 年版 
  

の計 3 編 

の計 3 編 

背景・課題
 現在、世界で自動運航船の技術開発が進められる

中で 、日 本で は、2016年以降の国 交省の i-
Shipping及び自動運航船の実証事業、また、
2020年からの日本財団MEGURI2040において、
技術開発、実証において、世界でもフロントランナー
のポジションにある。

 日本の自律航⾏システムの特徴は、必要な要素技
術を持つ複数企業が連携し、従来からの航海系シ
ステムの技術をベースとしつつ、新しい技術も加えて、
それらを高度に統合し、複雑な自律航⾏システムを
構築している点があり、これを成⽴させる上で重要な
役割を担っているコンセプト設計のフレームワークを標
準化・規格化し、日本の技術を国際化する。

2025年度事業計画（案）
① 国際調査及び協⼒関係構築

提案する規格が世界的にも賛同されるよう、欧
米、アジアなど、自動運航システムの開発に積極
的な、主要な国の状況を調査し、共同での規格
提案が⾏えないか調査を⾏う。欧州窓⼝の設置、
対面会議実施、自律船コンソーシアム参画、JIP
への参画を実施してより強⼒な関係を構築する。

② 規格化の方針策定とISO/IECとの調整
四囲の状況も鑑み、ISOのNP提案とするかPAS
提案とするかを決める。また、提出のタイミングも
決める。ISOでの議論を効果的に進めるため自
動運航船に係る他の団体（IMO、IEC等）へ
の調整も併せて実施する。

③ 規格ドラフト作成
国際調査と規格策定の方針に基づき、また、
MEGURI2040のDFFAS+の事業の一環の規
格WGで取り組んでいる作業と連携し、規格のド
ラフトを作成する。

(9) 自動運航システムの技術開発と実証のフレームワークに
関する調査研究
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巻末付録 
 
 

船舶関係 ISO/IEC 規格 

（ISO/TC 8, TC 67/SC 7, TC 188 及び 

IEC/TC 18 担当分） 

として制定及び作成中の規格等一覧表 

(2025 年 3 月 10 日付更新) 
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